
ASEA.Nの 「.拡大」と 「深化」に関する研究

奥 田 孝 晴

             A Study on ASEANY s 

        Regional Expansion and Development 

             of Economic Integration 

               Takaharu Okuda 

 The purpose of this article is to clarify some charactristics of the Association of 

Southeast Asian Nations (ASEAN) through the analysis of the structure of its 

regional growth and its development of the economic integration throughout the 

region. 

 At the outset, ASEAN was established largely for political puropose; based on 

anticommunism rather than a solid economic goal. The relative neglect of the 

region's economic integration fosterded ASEAN's economic backwardness during the 

1960's and 70's and even into the first half of the 1980's. During this period, its 

member nations adopted an inward-looking development based upon an "import-subsitution" 

type of industrialization. 

 The region's economic integration began in the latter half of the 1980's, when they 

turned towards "export-oriented" industrialization or an outward-looking strategy 

which was dependent upon foreign investment and the market outside the region. The 

influx of investment into the region occured due to an international structural 

arrangement, fueld mainly by the appreciation of the japanase Yen and the simultaneouos 

developement of Asian Newly Industrializing Econimies(A-NIES). The most important 

factor in the success during the past decade was the reform of its economic structure 

into a more liberal one. Thus far, ASEAN has persisted in "open- regionalism" 

which has meant the installation. of unilateral and non-discriminate liberalization 

within the region as well as throughout the Asia Pacific Economic Co-operation (APEC).. 

 The recent economic crisis in Southeast Asia has revealed the frailty of ASEAN's
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socioeconomic structure - Some of the members' goverments have continued to engage 

in nepotism and have adoped a self-aggrandizing financial system, contrary to the 

trend of globalization in their ecomonic activities. ASEAN has no option but to push 

for the development of further regional eonomic liberalization through the establishment 

of an ASEAN Free Trade Area (AFTA). This would strengten the region's economic 

integration besed on a fundamental policy of "open-regionalism" , for the next step in 
economic recovery. 

 In the region, ASEAN also fuctions as a catalyst for socialist countries such as 

Vietnam or dictatorial regime such as Myanmar developing into more outward-looking 

or democratic states. The connection of these states with the Asia-Pacific market 

economies should urge them to undertake such sociopolitical reform. In the process of 

its regional expansion and the development of economic integration, ASEAN will 

perhaps succeed in contributing to the establishment of the "salad bowl" society of 
the Pacific Rim in the next century.

は じめに一問題の所在

.東南アジア諸国連合(ASEAN)は ・ドトナムの加單 を1995年7,月 に正式に承認 したのに続いて、

97年7月 にはラオス、 ミャンマー2力 国の加盟を実現 させた。これにより、政情不安定のカ ソボ

ジアを除いた東南アジアのほぼ全地域を包含する 「ASEAN9」 が成立 した。3国 のASEAN加

盟により、東西冷戦構造下での民族運動の屎開にともない、地域的分断 を余儀な くされてきた東

南アジアは相互依存 と有機的な連携を深めてゆ く新時代を迎 え、・90年代初頭から進んだ同地域の

「戦場 から市場への移行」化はほぼその形態を整えることとなった。新 メンバー諸国にとって:、

ASEAN加 盟への最大の誘因となった もの.が、この地域の近年における急速な経済発展にあった

ことは論を待たない・環太平洋諸国・輸 こ西太平洋地域の発飃 上諸国は・この畔 世紀に目覚

まし～・経済発展を連続的に遂げてきた。 その中たあってASEAN諸 国もまた、1985年 の・;プラザ合

意以後生 じた国際的構造調整を追い風 として、 日本 ・NIES諸 国等か らの直接投資を通 じた後発

性利益 を享受 し、工業技術や経営資源の移転を比較的成功裡 に進めてきた。そ して進 出企業内貿

易と産業内貿易の拡大を背景に、彼 らは豊:富に存在 した人的資源を活か した製造業種の比較優位

のもとに世界市場 に参入'し、それらの商品輸出に活路を見いだ してきためであった。成長期 の

1985年 から10年 の間1こ、シソガポール、 タイ、マ レーシア、イソ ドネシア、 フィリピン(い わゆ

る 「ASEAN5」)の 一人当たりGDPの 年平均増加率(ド ル ・ベース)は それぞれ6.2%、8.4%、

5.7%、6.0%、1.5%と 、政情の不安 から経済停滞が暫 く続いていた フィリピソを除いて、』・顕著

な増加を示 してきた。(1)新規 メソバー国にとって、ASEANへ の接近は何をもた らすのだろうか。

例えば、その代表とも言うべきベ トナムでぽ ドイモイ(刷 新)政 策継続の うえで不可欠な外資導 、

入や先進技術 ・経営資源へのアクヤスのためにも、また中国へめカウソターバラソスの観点か ら

も、ASEAN加 盟が焦眉の課題 となっていた。それは同国が外向型経済への漸進的転換 を遂げつ

つ、「世界の成長セソター」たる環太平洋地域経済により安定的に リソケージし、経済活動を浮
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揚 させるために、是が非でも越 えるべきハー ドルとして捉えられたのである。
一方、冷戦構造の崩壊を背景として実現 したカソボジア紛争の局地化、欧州や北米での地域主

義の台頭、そ して米国主導 によるアジア太平洋経済協力会議(APEC)の 自由貿易協定締結への

傾斜など、ASEAN諸 国を取 り巻 く国際環境は、1990年 代初頭から大きな変動を見せてきた。そ

うした状況下にあって、ASEANは 東南アジア地域の相対的緊張緩和 がもたらした政治的結集軸

の喪失 という状況に直面す るとともに、有効 な対先進諸国交渉手段の欠落を自覚す ることになっ

た。90年 代初頭 こそは、ASEANが 自らのアイデソティティーの再検討を迫 られる状況に立ち至っ

たという意味において、一つの〃危機〃を迎 えた時期であったのである。(2)その リアクショソこ

そが、1992年 シソガポール首脳会談でのアセアソ自由貿易地域(AFTA)設 立合意や94年 のアセ

アソ地域 フォーラム(ARF)開 催 といった一連の新構想の実現である。それ らは 「反共」 に代

わる新たな求心力の創造 と、アジア太平洋地域における発言力の強化を目指すASEANの 組織的

再編、 もしくは自己革新運動に他ならなかった。

今日、ASEANは その高度成長を可能とした対外依存性と成長政策がもたらした経済のバブル

化が深刻となり、かつてない構造調整の圧力にさらされている。1997年 夏以来の一連の通貨危機

と金融システム安定化を指向する緊縮財政への転換は、地域的拡大 と経済連携の深化をめざした

ASEAN経 済に大きな桎浩 とな り、地域各国は域内自由化と国内産業保護 とのジレンマに直面 し、

辛吟 してい るかに見える。際限無 く進む対 ドル通貨下 落 と株式相場 の不安定性に直面 し、

ASEANの 「拡大」 と 「深化」プロセスはまさに正念場を迎えたと言えよう。

本論文は、ASEAN発 展の経緯と経済成長 メカニズムに見る特徴をふまえ、地域的拡大 と域内

経済連携深化 の実態分析 を通 じて、拡大ASEANの 経済 ダイナ ミクスが国際経済、 と りわけ

APECフ レームを通 じた環太平洋地域経済や南アジア地域の経済発展に及ぼす影響を考察すると

ともに、AS:EAN経 済が抱える構造的脆弱性と併せ持つ可能性について論ず るものである。

1.ASEANの 組織的特徴 と 「経済協力」の系譜

発足に至る経過からして、ASEANは もともと東西冷戦、特にベ トナム戦争の直接の産物であっ

た。すなわち、その結成の第一義的要因となった ものはイソ ドシナからの 「ドミノ倒 し」 を危惧

した東南アジア発展途上諸国の政治的共通利害であり、それに比べて、経済的な意義は当初はさ

ほど大 きなものではなかった。ASEAN発 足を うたった1967年8月 の5力 国共同宣言(い わゆる

「バソコク宣言」)は 、その結成 目的を次のように言 う。

「…獲得 して きた技術力、政治的経験、外交上の洞察力など、ありとあらゆる我々の国家的諸

資源を活用 して、策定 された目的を達成することこそが急務なのである。不安定かつ危機的な状

況の中で、今こそ我々の生存を脅かす勢力と真摯に対抗する時がやってきたのである。」(3)

ここに見るASEAN発 足時における政治目的の優位性は歴然である。かような経緯 こそは、馳こ

の組織の特質を見きわめる上できわめて重要 なファクターと思われる。 とい うのも、それは

ASEANが 通常認識 され るような地域的経済統合体 、すなわち経済的な共通利益の達成を第一i義

とした地域的協力のフレームとは、 もともと性格を異に した地点からスター トした組織であるこ

とを示 しており、 したがってASEANを 一般的なそれと同列に置 くことは必ず しも妥当ではない、

ということを意味 しているからである。政治 目的の優位性とは、つまるところ経済的利害が相対
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的に第二義化 されることを意味す る。初期に付与 されたそ うした性格ゆえに、ASEANは 経済統

合体一般に見 られる 「規模の経済」 目的型の関税同盟組織 としても、或いは発展途上諸国間での

経済協力と対先進諸国バーゲニソグ ・パワーの強化を目指 した共同自助型の 自由貿易協定と して

もアイデソティティニ を明示 して してこなかった。 自然条件にも人文的にも多様性のある東南ア

ジア地域での組織 として、ASEANも また 「多様性を特色とす る組織」であると一般 には言われ

ている。 しか し、文化的な多様性はともか く、域 内の経済的多様性、すなわち今 日で も残 る極め

て大きな経済格差(ち なみに、1994年 の購買力平価ベースで見た一人当 りの年間所得格差はシソ

ガポールとイソドネシアで約7倍 、さらに新規加盟のベ トナムとの比較においては実に18倍 もの

格差がある)の 存在は、ASEA:Nが 当初 から明確な経済共同体 としての性格を付与 されておらず、

格差の是正に向けて積極的な域内協力が進展 して こな:かった経緯の帰結とも言 える。

初;期条件としての経済的補完 ・相互依存イソセソテ ィブの乏 しさ、換言すればASEANの 「経

済的早熟性」(4)は、その貿易構造からも指摘 できる。表1はASEANの 経済発展が本格化 した

1980年 代後期 か ら90年 代前期 までの タイ、 マ レーシア、イ ソ ドネシア、 フィ リピソ4力 国

(「ASEAN4」)の 地域別輸出入構成比(全 体の輸出入額に占める各地域へのそれの割合)推 移

を表わ している。輸出 ・輸入ともにこの期間のASEAN4:域 内貿易割合は3～5%台 であり、シ

ソガポ7ル を加 えた 「ASEAN5」 で見て も20%に 満 たない状況に留まってい る。その一方、

NIESや 日本との貿易シェアは対 日輸出においてこそ漸減 しつつあるものの、それよりも比較的

高い水準で推移 してお り、 これに自身と中国を加えた 「西太平洋地域」全体で過半に達するとい

うのが10年 来のパターンである。要するに、ASEANの 貿易構造は・「・自己完結型」と言 うにはほ

ど遠 く、 「対西太平洋地域開放型」 とも言 うべき特徴を持 っている。それはASEAN域 内の市場

規模の狭隘さや、 「規模の経済」効果 が今 日に至 るまで発揮 されてこなかったことを表わすもの

でもあり、ASEANの 経済的早熟性が今 日に至 るまで残存 してきた結果 とも考えられる。また≦

それに加 えてASEAN加 盟諸国はタイを除いては植民地支配の下 におかれ、欧米列強本位の垂直

的分業に長 く組み込 まれて きた歴史を共有 している。経済成長のテソポのみが喧伝される結果 し

ばしば見過 ごされて しまうのだが、ASEANは あくまで も経済後進地域の組織体である。今 日ま

で急速な経済成長を遂げたとは言え、ASEAN諸 国が一次産品依存型の経済構造から脱却 してき

たのは近々20年 のことであり、また国民経済規模 も依然としてきわめて小 さなもので、1996年 の

ASEAN5総 体で も、そのGDP合 計は日本の1割 強とい う状況である。経済面か ら見た 「早熟性」・

「後進性」の特徴 と、そうした状況か らの脱却 こそは、今 日のASEANに とってなお重要な課題

なのである。

もっとも以上のことは、経済開発の共同的努力がASEAN諸 国間で これまで皆無だった、とい

うことを意味す るものではない。例えば1976年 のバ リ首脳会談は、ASEANが 域内経済協力に踏

み出した最初のイベソ トだった。そこでは域内経済開発と貿易の拡大を、主 として加盟諸国間の

特定品 目特恵取り決め(PTA)、 工業化協力による大規模工業プラソ ト計画などの政策誘導によっ

て実現 しようとの路線が打ち出 された。PTAに おいては、主 として食料品や一次産品に関する

域内特恵関税を設定 し、対象品目を徐々に拡大 してゆ くという漸進的なアプローチが採用された。

このアプローチによって、PTA開 始時(1977年)に はわずか71品 目しかなかった関税引き下げ

対象品 目は、82年 には8,529品 目にまで増加 したのである。

しかし、このPTAス キームは域内貿易の増加にはほとんど寄与 しなかった。それはPTA対 象

品 目の多 くが従来から関税率が低いか、または もともと無税であった もので占められており、結
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表1ASEAN4の 地域別輸出入構i成比率(%)

[輸出]

相手先/年 1985 1986 ユ987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995

iNE$4・ 、 20.1 19.2 20.7 21.1 20.2 21.9 23.1 23.8 2414 25.0 24.9*5

lASEAN4。,

iASE姻5。 、

4.5

16.4

3.8

14.5

3.9

15.3

3.7

15.0

4.1

15.3

4.2

16.5

4.0

16.8

4.3

17.8

4.4

18.3

5.2

18.5

5.5

冖

i中 国 1.3 1.6 2.1 2.3 2.1 2.1 2.3 2.3 2.3 2.8 3.0

1日 本 31.1 28.3 26.0 24.6 24.4 24.3 22.9 20.2 19.2 18.0 18.1

西太平洋地域。、 57.0 52.9 52.7 51.7 50.8 52.5 52.3 50.6 50.3 51.0 冖

米 国 19.8 20.1 20.1 19.7 20.6 19。3 18.3 19.8 20.5 21。3 20.3

EU 11.8 14.6 14.9, ユ5.4 15.1 16.0 16.4 16.4 15.4 18.0 17.6

[輸入]

相手先/年 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995

iNIES4。 、 16.5 17.3 18.2 18.2 19.1 19.6 21ユ 21.8 21.4 20.0 19.0*5

iASEAN4。,
3

5.0 4.9 4.9 4.5 4。5 3.9 4.0 4.5 4.4 5。3 5.5

iASEAN5・ ・ 14.7 14.2 14.8 12.9 13.0 12.7 13.6 13.9 13.6 13.7 一

i中 国 2.7 2.8 3.3 3.ユ 2.8 2.6 2.7 2。6 2.3 2.6 2.8

[日 本 23.3 24.1 23.9 24.3 25.3 25.7 25.9 25.6 26.7 27.6 27.4

西太平洋地域。、 47.5 49.1 50.3 50.1 51.7 51.8 53.7 54.5 54.8 55.5 『

米 国 16.1 17.0 15。3 15.8 14.5 13.9 13.8 14.3 14.4 14.3 13.7

EU 14.5 15.0 15。2 15.2 13.9 15.2 14.6 14。7 14.3 17.6 18.1

・当該年の各地域輸出(輸 入)額/総 輸出(輸 入)額 で算出

*1… 韓国、台湾、香港、シソガポール

*2… タイ、マ レーシア、イソ ドネシア、フィリピソ域内輸出入割合

*3… 前注4力 国+シ ソガポール域内輸出入割合

*4…NIES4十ASEAN4十 中国十日本*5… シソガポールを除 く

出所:IMF,DirectionofTradeStatistics,variousissues

果 として域内貿易促進効果をほとんどもたらさなか ったという理由の他(5)にも、当時のASEAN

請国の多 くが採用 していた輸入代替工業化政策のあ り方にも起因 していた。すなわち、彼 らは消

費財の輸入代替化を進めるためにも工業中間財 ・資本財の輸入が必要だったのだが、そのための

原資は当面一次産品の輸出に依存する以外には無かった。 したがってマ レーシアの錫のように、

PTA取 り決め以前の段階において、国際競争力のある一次産品の関税率は既に低 く設定 されて

おり、また輸入代替工業化のために輸入中間財 ・資本財の関税率 も低 く押 さえられていた。'そし

て特恵対象品 目は先進諸国に輸出する(し たがって国際競争力を備えた)一 次産品や、先進諸国

か ら輸入する中間財 ・資本財がほとんどであg、 たとえ関税譲許率が拡大 したとしても、域内貿

易の増加に直結す る性格のものではなかったのである。(6)
一方、域内工業化協力についても、ASEANは 目立 った成果をあげ られなかった。域内工業協

力の最初の中核的構想 は、1977年 の 「ASEA:N工 業化プロジェク ト」(AIP)で あった。それは
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各国に割 り当て られた特定の製造業種(イ ンドネシア、.マレーシアの尿素肥料、フィリピソの過

燐酸肥料、タイの ソーダ灰、シソガポールのディーゼルエソジソ)を 、ASEAN全 体の協力によっ

て育成 しようとの構想だったが、育成 目標業種が国際市場における比較優位性を充分に検討 した

ものではな く、育成対象となった国営企業(ナ シ ョナル ・プロジェク トは国営企業が担 うことに

なった)の 非効率性が払拭で きなかったことや、加盟諸国 自体の市場開放への取 り組みが消極的

であったことなどがボ トルネックとなって挫折 し、結局はイソドネシア、マ レーシアの尿素肥料

製造が着手されたにとどまった。ただ し、両国での同プロジェク トにしても製品は国際競争力を

持たず、ASEAN市 場 でも販路を拡げることがで きなかったために、膨大な債務 を抱えこむ こと

になった。(7)しかも、1980年 代前半期からASEAN諸 国ではMESの 経済発展に刺激 され、いわゆ

る輸出指向工業化への政策転換が明瞭となってきた。彼 らが生産活動の関する規制緩和と域外資

本の参入自由度を高めることを基調 とした政策に転 じる中で、工業化の担い手は外資や民間企業

に次第に移行 し、被護されてきた国営企業は経営効率改善の上からも、今 日ではその民営化が急

がれている。域内需要の動態的変化 ・市場 メカニズムに依拠 しない政府主導の工業化プロジェク

トは、時代後れの ものとなってしまったのである。同様のケースは、1983年 に始 まったASEAN

各国による自動車部品分担製造、いわゆる 「アセアソ ・カー」構想にも該当 した。自動車産業育

成のために特定部品生産にこだわる加盟諸国内の対立と、各国の自動車市場開放への保守性によっ

て、構想を支えるべき域 内需要の拡大が期待できず、結局全ての部品をASEAN域 内で生産で き

ないという結末で立ち消えになった経緯がある。1980年 代前期 までのASEAN工 業化協力の挫折

は、経済的後進性を抱える地域的組織にあっては、先進諸国資本 との協力関係を結び、利潤極大

化をめざして展開する彼 らのグローバ リゼーショソに依存 しない限り、有効な構造調整が困難で

あることを示 した。すなわち、市場 メカニズムを充分 に考慮 しない産業協力は結局のところ、域

内賦存資源の有効な活用を もた らさず、したがって域 内産業の国際競争力の強化や経済成長 にも

充分な寄与を して こなかったのである。ASEAN諸 国の経済発展は、輸出指向型経済のシソガポ
ールを除いては、 この時期 まではごく限られたものであり、 「規摸の経済」のモーメソ トもまた

域内経済に充分に働 くことはなかった。

おそ らくASEAN内 での経済協力がようや く有効性 を持 ち、経済発展を支えるものとなったの

は、1988年 の経済閣僚会議で承認 された相互補完計画(BrandtoBrandComplementation=

BBC)計 画が最初であろ う。それは三菱、ボルボ、メルセデスといった先進諸国自動車 メーカー

の生産拠点シフ トとアウ トソーシング活動に依拠 して、部品生産の合理的分散をすすめる代わ り

に、自動車の域内共通製造のための部品取 り引 きには特恵条件を付与するというものである。(8)

そこでは先進諸国資本の諸経営資源、たとえば域内マーケテ ィソグ能力や資本、技術力に依存す

ることを通 じて、域内経済協力と域内貿易の拡大を図るとの指向性が見られる。後述するように、

AFTA構 想やその中核をなす共通実効特恵関税(CommonEffectivePreferentialTariff=CEPT)

スキームはそ うした方 向の延長にあるもの と言える。それ らは域内自立的 というよりは、域外資

本に依拠 した形で域内経済の連携密度を高めるアプローチを基本 としており、そ うした形でのみ

域内協力と共同的経済成長が可能であるという意味からも、ASEANは 域外排他的組織への傾斜

を避けなければならない。すなわち、`ASEANの 域内経済.協力は参入資本の無差別性 ・無制限性

を徹底 した 「開かれた地域主義」への指向を強め、域内に展開す る外資(先 進諸国、NIES企 業)

の生産活動と結びつ くことによって、ようや く意義あるもの となってきたと言えよう。
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2.ASEANの 経済成長 メカニズム とその特質

西太平洋地域発展途上諸国の経済成長が、狭隘な国内市場をターゲ ットと した保護主義的工業

化路線(い わゆる 「輸入代替工業化」政策)か ら、輸出指向工業化路線への転換に対応 してテソ

ボアップしてきたことは、既に多 くの論者が指摘 している。(9)1985年のプラザ合意以後生起 した

円高 ドル安に伴 う日本製造業の海外展開や、労働 コス ト上昇 ・工場立地不足などを原因とした

NIES資 本の生産拠点移転動向が重 なって、ASEAN諸 国には巨額の域外資本がシフ トすること

になった。それは先進的技術 と経営資源の移転を進め、賦存資源に対応する労働集約的製造業の

発展に大 きなイソセソティブとな り、彼 らの外向型経済への転換をいっそ う促進 した。 タイ、マ

レーシア、イソ ドネシア3国 では直接投資 の流入増大 とともにGDPに 占める工業部門比率 が増

加 したが、それと並行 して1980年 代中期以降はいつれも輸出工業化率が急激に増大 しており、経

済成長を押 し上げた傾向が見て取れる。(表2参 照)ASEAN諸 国では、 この時期に製造業の輸

出産業化傾向が進む。例えばタイでは1984年 から93年にかけて、輸出構造に著 しい変化が見受け

られた。すなわち、タイでは輸出指向工業化への転換 期をはさんで工業製品の輸出比重が高まり、

しかも1993年輸出品 目構成に見るように、衣料品 ・組み立て産業に代表 され る労働集約的製造業

種が上位品 目を占めているなど、1960年 代末のNIES諸 国に類似 した輸出構造への変容が顕著で

ある。(表3参 照)そ れは、比較優位的製造業種の輸出を通 じた国際市場への参入が経済成長 を

主導する、 という台湾や韓国などに見られた発展 メカニズムが、1980年 代中期以降のタイの場合

に も適応 されたことを示すものであり、ASEAN経 済がこの時期に至 って急速 に外向型経済に変

貌 してきた ことが分かるのである。

しか し、経済成長の特徴にかんする表面的な類似性にもかかわ らず、西太平洋発展途上諸国が

成 し遂げてきた輸出指向工業化の内実は、必ず しも一様ではなかった。先行 したNIES諸 国では

冷戦構造の下、 「反共の防波堤」 としての戦略的位置付けからアメリカか ら潤沢な援助が提供 さ

れる一方で、 「開発独裁体制」と呼ばれる国家権力の強力な リー ダーシップが工業化政策に必要

な諸資源を一元的に管理 し、政府は財閥に対す る低利融資などの金融支援(韓 国)や 払い戻 し税・

投資減税 などの財政支援(台 湾)な どを通 じて、輸出産業の育成に極めて能動的な機能を担 って

きた。 また、NIES国 家=「 開発独裁国家」では国家権力は資本家や労働組合などの社会的諸 グ

ループの利害圧力から相対的に隔絶 して存在 し、外国資本の影響力 も限定的であったために(10)、

政府は経済開発計画の策定や金融 ・基幹産業などの経済管制高地を掌握する国営(公 営)企 業の

資源動員によって市場経済に効果的に介入す ることが可能であ り、1970～80年 代には輸出産業高

度化のための重化学工業化、情報産業化に一定のイニシアティブを発揮することができた。韓国

や台湾の経済発展は、国際経済環境の変化を見定 めた政府の諸ガイ ドライソの誘導 と、それに対

応 した民間の起業家精神の結合の所産に他ならなかった。

これに対 して、シソガポールを除 くASEAN諸 国のケースはやや異 なっていた。そこには 「開

発独裁体制」 と呼べる強固なリーダーシップも、有効な成長政策ガイ ドライソを策定できる機能

的官僚機構 も不在であ り、時々の政権は華人 ビジネスや不在地主などの社会的諸 グループからの

利害圧力に従属 していた。そ うした社会 ・権力構造はASEAN諸 国の中で比較的強固な権力を持

つと言われたスハル ト体制下のイソ ドネシアとて例外ではなかった。その意味で、ASEAN諸 国

政府の権力基盤はNIES諸 国に比 して相対的に脆弱であり、 したがって工業政策への関与度や信

51



表2タ イ、マ レーシア、イン ドネシア3国 の製造業生産額/GDP比 率(A)、輸出工業化率

(※B)、経済成長率(C)お よび外資直接投資額計(D)の 推移(1980～95年)

国 名 年 A平 均(%) B平 均(%) C平 均(%) P(百 万 ドル)

タ イ 1.1980～82年 平均 21.8 36.6 5.4 674

II.1983～85〃 22.3 39.4 5.3 910

IIL1986～88〃 24.6 5ユ.8 9.4 1718

IV.1989～91〃 27.4 63.4 10.7 6233

V.1992～94〃 28.0 70.3 8.4 4479

VI.1995 29.2 74.4 8.7 2300

マ レ ー シ ア 1.1980～82年 平均 19.3 28.6 6.7 3596

II,1983～85〃 19。8 28.3 4.3 2753

IIL1986～88〃 22.7 42.4 5.2 1622

IV.1989～91〃 26.9 56.3 9.2 7998

V.1992～94〃 29.5 68.1 8.4 14537

W.1995 33.1 49.2 9.6 5800

イ ソ ドネシア 1.1980～82年 平 均 11.9 4.8 6.7 538

II.1983～85〃 14.4 11.7 4.6 824

IIL1986～88〃 !7.4 26.5 5.5 1219

IV.1989～91〃 19.6 38.7 7.2 3257

V.1992～94〃 22.1 51.9 7.3 5890

Vl.1995 23.9 52.2 8.1 4500

※ 注:Bは 国 際貿易 分類基準1位 数分類(SITCI)第5～9部 輸 出額/総 輸 出額で算 出

出所:ア ジア開発銀行 、KeyIndicators&ADBOutlook,variousyears

表3 タイの輸出品目構成割合推移(1984年 、993年 比較)と1993年 の輸出上位品目

・輸 出上位品 目(百 万 バー ツ)・

① 衣料品89,594

② 情 報機器 ・同部品65,271

③ 宝 石類43,495

④ 冷 凍 エ ビ37,844

⑤ プラスチ ック製 品36,773

⑥IC製 品35,550

⑦ 米32,959

⑧ 天 然 ゴム.29,183

⑨ 靴27,942

⑩ 缶 詰 め25,660

出 所:DepartmentofBusinessEconomics,MinistryofCommerce,TradeStatistics&

EconomicIndicatorsofThailandよ り作 成 。
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頼性 もNIES諸 国の場合より希薄なものだった。ASEAN諸 国の輸 出指向化転換 に大 きな役割 を

果たしたものは、政府の政策ガイ ドライソとい うよりは、む しろ外資導入促進を目的とした一連

の規制緩和(自 由化)措 置である。それ らは1980年 代前期から次第に本格化 し、関税率の引 き下

げ、単一為替 レー ト制への移行などの保護措置撤廃や市場開放の推進とともに、輸出加工区設定

や輸出産業育成のための外資100%企 業の承認など、外国資本にとって大幅な参入規制緩和が進

め られることになったのである。(表4参 照)輸 入代替期の工業化に中心的役割を果た して きた

国営企業に代わって、自由化措置展開過程で特に重要な役割 を果たしたのは外国資本と、合弁事

業アクセス上の特恵を付与された現地 の民間 ビジネス ・グループであった。 タイのサハ ・グルー

プ(華 人系)や イソドネシアのビマソタラ ・グループ(ス パル トー族の民族系)な ど、ASEAN

諸国の財閥が短期間に急速な発展を遂げてきたのは、このような背景に拠 るものである。

NIESとASEAN諸 国での経済発展フ.ロセスにかんする諸研究の中で、興味あるものがA.マ ッ

キソタイアー助教授(米 国 ・カリフォルニア大大学院)ら の比較研究である。彼 らはアジア諸国

の経済離陸に果た した政府の役割に注 目し、アジア発展途上諸国の経済発展パター ソを 「東北 ア

ジアーモデル」すなわち韓国、台湾 を典型 とするNIES諸 国のケースと、 「東南アジアーモデル」

すなわちシソガポールを除いたASEAN諸 国のケースに区分 している。前者にあっては高度に中

央集権化 さ『れ、政策遂行を可能 とする機能化 された官僚機構 が経済を統轄 し、国家の政策ガイ ド

ライソと輸出指向の展開とは並行的に進展 した。 「東北アジアーモデル」 とは～その意味で介入

主義(interventionism)を 基調 とす る成長モデルであると規定す る。それに対 して、後者では政

権 が社会的諸 グループからの強い利害圧力に さらされる一方で、彼 らの利害を擁護する(そ こに

は しばしば金銭やポス トの授受などが介在す る)と いう相互癒着関係(同 氏はそれをバ トロソー

クライアソ ト・リソケージと呼んでいる)に 拘束 されてお'り、権力の相対的脆弱性 ・他律性ゆえ

にNIES的 方法による経済発展は困難であ り、む しろ政府は市場介入からの撤退、民間企業活動

の自由裁量の拡大、賦存資源の再配分にかんす る主導権の民間企業活動への禅譲等の措置によっ

て、輸出指向への転換を進めてきた。国家の介入度の減少が輸出指向工業化の進展に並行 したと

い う意味 において、 「東南アジアーモデル」は規制緩和型 もしくは自由化(liberalization)型 成長

であるという。(11)確かに、輸入代替期に強固だった市場 メカニズムへの諸規制と輸出指向工業化

期 における資本 ・貿易政策の自由化措置 との対照、先進諸国からの外資進出動向との関係を勘案

した時、ASEAN諸 国の経済成長メカニズムが彼 らの言う 「自由化型 コース」に則ったものであっ

たことは明らかである。

もっとも、ここで言 う 「東南アジアーモデル」 とは、実際にはマ ッキソタイアー助教授 らが言

うより複雑なものである。確かに、ASEAN諸 国への外資進出が経済成長を牽引 した一大 ファク

ターであった ことは、各時期における経済成長率 と直接投資額のイソフロー合計間にかなりの相

関が確認で きることからも分かる。(表2中 、Cお よびD項 参照)す なわち、経済成長のテソポ

が急速だった タイやマ レーシアなどでは、成長率 と外資導入額の間には比較的明らかな相関が見

られる。ただ し、この ことは外資のみが経済成長 における独立 ・単独的な生産主体であったとい

うことを必ず しも意味するものではない。たとえば、表5はASEAN4各 国の同期間における国

内総固定資本形成 に占める外資比率の推移を示 したものだが、その数値は自由貿易地区(輸 出加

工区=FTZ)の 「飛び地経済」 ウエイ トが高いマ レーシアを除いては2桁 に達 しておらず、たと

え総固定資本形成値に不動産など非生産的部門への投資 も含 まれることを考慮に入れたとしても、

必ず しも大 きな ものではない。 しか もそれはASEANの 高度成長期と言われる1980年 代の後半に
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表4ASEAN諸 国における主な投資規制緩和措置(1980年 ～)
年 シ ソ ガ ポ ー ル タ イ マ レ ー シ ア イ ソ ドネ シ ァ フ ィ リ ピ ソ

1980 ・IMF8条 国移行 ・IMF8条 国移行

以前 (1968) (1968)

・外為管理完全廃止

(1978)

1980 ・輸出関連部門での10

0%外資認可

1981 ・世銀の構造調整計画

実施下で貿易・金融

の自由化開始

・投資奨励法制定

1982 ・「ワ ソ ス トツ プ サ ー

ビスセソター」設立 、

投資手続 き簡素化

1983 ・外貨預金に対する諸

税撤廃

1984 ・資 本集約
、資源加 工、

輸出指向業種での70

%外資出資承認

1985 ・投資促進 法制定(自

由貿易地域内内企業

に10鯔外資認可)

1986 ・外資優遇制度(一定 ・輸入関税引き下げ ・非石油ガス産品輸出

基準下で法人税減免) ・工業 調整 法 ライセ ソ 促進および投資促進 ・輸入 自由化の本格化

ス取得義務緩和 策 (～1990)

・外資出資比率規制緩 1 ・輸 入関税 引 き下 げ

和 、100%外 資 出 資 ・既存国内企業への外

対象業種拡大 資出資拡大

・公営企業民営化方針

1987 ・証券会社への外資参 ・「投資奨励地域にか ・証券会社への外資参 ・繊 維
、鉄 鋼 、電機 、自 ・政府企業の民営化に

加 ガ イ ドライ ソ かる基準の見直 し」 加 ガ イ ドライ ソ 動車工業の輸入規制 関するガイ ドライソ

公告(投 資の地:方分 緩和' 発効

教化の促進)
1

・鉄鋼等の輸入自由化 ・包括投資法制定(法

, ・輸入関税の改定 人税減免、特定業種

・外資の資本現地化議 に100%外 資認 可)

無条件緩和

1988 ・外国銀行支店開設認 ・輸入独占の排除(鉄

可 鋼製 品 、プ ラス チ ッ

ク)

・IMF8条 国移行

・貿易手続 きの簡素化

等

・外国銀行支店開設規

制緩和

1989 ・外国投資に関す る閉

鎖分野の縮小
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年 シ ソガ ポ ー ル タ イ マ レ ー シ ア' イ ソ ドネ シ ア フ ィ リ ピ ソ

1990 ・IMF8条 国 移 行 に伴

う為替自由化促進 、

輸入関税率大幅引き

下げ等

・「投資奨励地域 にか

かる基準」の再々見

直し

・機械類輸入関税大幅

引き下げ

1991 ・自動 車
、ユ ソ ピュ ー ・民営化 マス ター プラ ・投 資 ネガテ ィブ リス ・外国投資法制定、規

タの輸入関税大幅引 ソ発表 トの改訂、投資規制 制分の明確化、10鯔

き下げ ・外国投資優遇措置縮 業種消滅 外資の認可拡大

・外為取 り引き規制緩 小

和

1992 ・合弁出資比率改訂 ・外資出資比率規制緩 ・銀行、保険、建設分野

和 の外資規制緩和

1993 ・BIBF免 許 交付 ・輸入関税引き下げお

よび多分野での輸入許

認可取得義務の撤廃

1994 ・100%外 資 の許可 ・外国銀行 自由化法発

・合弁形式の当初外資 効

1 出資比率引 き上げ等 ・外資規制分野の縮小

出所:通 産省 『通商 白書』平成7年度版付注、および大野・岡本編 『EC・NAFTA・ 東アジアと外国直接投資』(アジア経済研究所刊、1995

年3月)p25-27に 基づき作成

おいてさえ、依然限定的なのである。経済発展との関連で、む しろ重要な要因となっているのは

国内総固定資本形成率の上昇である。1980年 代初頭 からASEAN4の 国内総資本形成率は、、フィ

リピソが後半期に低落傾向になったのを除いて概ね20%台 か ら30%台 で推移 し、90年 代には4力

国全てが上昇に転 じている。(表6参 照)そ れは、発展途上諸国にあっては相対的に高い貯蓄率

を背景として(12)タイ、マレーシァ、イソ ドネシアなどでこの期間に活発な設備投資が行なわれた

事実を間接的に反映 したものであり、結'果としてそれが製造業部門の拡大再生産と輸出産業の育

成を支 えた と考えられる。す なわち、ASEANの 経済成長は第一義的にはハロッド=ド ーマー ・

モデルが示 したような投資の拡大に牽引されたものであ り、それが輸出製造業の生成発展を促進

す るという投資主導(investment-1ed)プ ロセスの所産である。その意味においてP.ク ルーグ

マ ソ ・米国MIT教 授がかつて議論 を喚起 したような 「資本 ・労働要素の集中投入による成長」

というアジア経済発展の主要因に関す る分析は、ASEANの 場合に一定妥当す ると思われるので

ある。(13)そして外資の役割は、 「数量的な大 きさというよりはむ しろ、マネージメソト、マーケ

テ ィソグ ・ノウハウを含む先進経営技術の現地への移転、お よび国際市場へのアクセス方法の提

供」(H.プ ロソクビス ト(14))において重要だったと言えよう。

さらに近年では、所得増加 に伴 って民間消費が活性化 し、拡大 した内需が経済成長をさらに押

し上げているという効果 も、ASEANの 経済成長を考える上で見逃せない ファクターとなってい

た。1980年 から93年 の間にASEAN諸 国の実質民間消費支出はフィリピソでこそ1.46倍 に留 まっ

た ものの、マ レーシアで1.96倍 、イソドネシアで2.05倍 、タイでほ2.25倍 にも増大 した。('5)香港
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表5ASEAN4の 国内総資本形成に占める外資の割合(%)

国 名 1,1980-82年 平均 II.1983-85年 平均 llL1986-88年 平均 W.1989-91年 平均 V.1992-94年 平均 W.1995年

タ イ

マレーシア

イソドネ汀

フィリピソ

2.3

13.5

0.9

0.2

2.6

8.8

L3

0.5

3.5

7.0

2.0

7.2

6.4

18.6

3.5

5.7

2.9

32,0

4.7

6.9

3.2

27。0

8.2

9.1

出所:表2掲 載資料

表6ASEAN4の 国内総資本形成率*(%)

国 名 1.1980-82年 平均 II.1983-85年 平均 IIL1986-88年 平均 W.1989-91年 平均 V.1992-94年 平均 W.1995年

タ イ

マレーシア

イソ陳汀

フィリピソ

27.6

34.5

23.5

27.5

28.1

32.6

23.5

23.9

28.7

25.1

26.8

17.4

39.5

31.9

27.3

2L6

40.1

38.4

26.6

22.8

42.8

44.6

28.8『

22.3

*国 内総資本形成額/GDP出 所:前 表 に同 じ

誌 『ファー一イースタソーエコノミックーレビュー』誌によれば、アジア発展途上諸国の〃中産階級 〃

は西暦2000年 には約5億 人に達すると言 う。(16)ここで言 う〃中産階級 〃の概念は必ず しも社会学

的に定義 された厳密なものではな く、 したがって数自体 もまた曖昧なものではあるとの留保 は必

要だろうが、少なくとも経済発展の中長期的な帰結と して所得上昇 と格差の縮小化が随伴するこ

とは先進諸国での経験則(い わゆる 「クズネ ッツの逆U字 型」説)が 示す と ころであ り、

ASEAN諸 国において も、特に都市部には比較的富裕 なホワイ トー.カラー層が確実かつ広範に出

現 しつつある。 また別の研究によれば(17)、そ うした階層に属する人々はマレーシア、フィリピソ、

シソガ.ポール、タイ4力 国で8,400万 人(1989年 値)に 達 しているという。そ して、多様な消費
ニーズを持ち、商品選好能力を高めた人々の増大 とい う トレソ ドを反映 して、都市部流通機構は

大 きく変容 しつつあり、零細小売業と顧客との伝統的相対取 り引きか ら、今日では大規模チェー

ソ店による正札販売への合理化が進展 している。(18)内需の拡大効果こそが成長のカギとなるとい

う、近年生起 して きた傾向は今後より強固な ものとなることは容易に推察できるところである。

1997年 夏期以来の通貨金融不安に伴 う信用収縮によって、ASEAN諸 国ではこの数年こそ内需拡

大のペースが大幅にスローダウソすることが予想 されるものの、中長期的にはASEAN経 済は付

随 して きた対外依存性を漸減 させつつ内需主導型の経済へ移行 してい くと思われるのである。そ

してこの トレソ ドこそは、ASEANを よ り統合的な広域市場に転換 してい くことを要請 し、域内

経済連携の深化を促進するモーメソ トともなってい くだろう。

3.ア ジァ太平洋経済の中のASEAN-APECを め ぐる拮抗関係

ASEANの 「早熟性」 ・ 「後進性」の特徴は、拡大ASEAN組 織の地域的経済統合のあ り方 と

その展望を考察するうえでの前提 となるものである。すなわち、ASEANの 近十年に及んだ高度

成長は、基本的には進出外資に誘発された投資活動に負 うところが大 きかった。そのことは逆に
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言 えばASEAN経 済が先進諸国 ・NIES諸 国などの域外経済と リソクし、それ らに依存す る形で

しか発展できなかった ことを物語るものであ り、ASEANが 域外への開放性を指向せ ざるを得な

い体質を有 した地域機構であることを端的に示す ものでもある。それは、ASEANが 自己完結的

(よ り自給的)な 地域経済統合体としてではなく、より外向的なそれとして発展す ることによっ

てのみ、継続的発展が可能であることを予感 させる。 この ことは、ASEAN経 済の脆弱性 を示す

とも捉 え得る(事 実、昨今の通貨金融不安はそれを物語 っている)が 、地域 ブロック化や保護主

義化が懸念 される現在の国際経済情勢 にあっては、世界貿易機関(WTO)な どが指向している

より自由な貿易体制の形成 との整合性を保ち、それを維持発展させるための地域経済統合体 とし

て、より積極的な意義をASEANに 付与す る。具体的には、ASEANは より広域な地域経済(ア

ジア太平洋経済)の 一部にイソテグレー トされることを通 じて、欧州(EU)や 北米(NAFTA)

地域の 「要塞化」を阻止す る拮抗軸となる一方で、イ ソドシナ諸国の包含や中国との経済交流を

通 じて、アジア社会主義諸国の閉鎖主義を打破す るモーメソ トを創出す る機能をい っそ う強 く持

つ ことができる。それはまた、ASEANが アジア太平洋経済とい う広域 フレームの一翼を占める

ことによってのみ、自らの レーゾソーデー トルを更新 し、対外交渉力を強化することが可能であ

ることを意味す る。アジア太平洋地域との リソケージに拠って立つASEANの 国際社会での こう

した存在意義を、山影進教授(東 大)はrASEANの 自己サブシステム化」と規定 している。(19)

ところで、今 日のアジア太平洋地域に存在する最大の経済 フレームがAPECで ある。1994年 現

在、スリー ・チャイナ(中 国、香港、台湾)を 含む参加18力 国総体で人 口21億人(世 界全体の38

%)、GNP合 計14.3兆 ドル(同56%)(20)を 擁iし、首脳会談を毎年開催するまでに至 った この経

済協議体は 「世界の成長セソター」の中核的経済 フレームであ り、 「アジア太平洋経済のサブシ

ステム」たる帰結と'して、拡大ASEANは 同協議体の方向性に否応な く大 きく影響を受けざるを

えない。 ウルグアイーラウソドでの係争に伴 う欧米での地域主義の台頭状況 を背景に していたと

はいえ、1989年 発足当初のAPECは 投資や貿易の自由化 自体を優先的目的としたのではな く、 も

ともとは加盟諸国間(原 加盟12力 国)で の経済協力と、経済発展を促進する産業基盤整備、およ

びそれに必要な援助誘導のための政策的協調を指向す る緩やかな協議体 として出発 した。APEC

の起源とも言える 「太平洋自由貿易地域構想」(小 島清教授提案、1965年)に おいても、当時の

仮構 目的は太平洋先進5力 国(米 、加、 日、豪、ニュージーラソ ド)の アジア開発途上諸国に対

す る協同の経済協力政策に重点がおかれ、資本財援助 をテコとした東南アジアの農業生産改善 と

輸出軽工業の育成を促進することが提唱 されていたことは銘記 してお く必要があろう。(21)

そのAPECが 交渉重点を貿易と資本の自由化を目指す 「自由貿易地域」の設定へと移行 させて

いったのは、米国にクリソトソ政権が誕生 し、ポス ト冷戦期のアメリカ外交が経済 目的に重点を

移行 させて以降のことである。米国の製造業は近年輸出を急速に拡大 している。その中で も、特

に日本、中国、NIES3(韓 、台、香)、ASEAN7を 合わせた西太平洋地域12力 国への商品輸出

は1987年 から93年 までで も2.06倍 に伸び、その拡大ぶ りが顕著である。その一方で、同期間の西

太平洋地域諸国の対米輸出は、絶対額においてこそ米国からの輸出額 を依然上回っているものの、

その増加は1.47倍 と緩慢であり、む しろ経済発展の顕著な西太平洋地域内での相互輸出が2.52倍

と大 きく成長 している。(22)すなわち、近年の環太平洋貿易の トレソ ドは西太平洋地域の〃米国離

れ〃と〃自立化 〃を特徴 とす るわけだが、それ らは西太平洋地域諸国へのいっそ うの輸出拡大を

目指す米国の利益 とは相屎 している。 クリソ トソ政権の対環太平洋政策がそ うした趨勢の挽回を

目指 したものであることは、政権成立以来の数々の施策からも明確である。1993年7月 の 「アジ
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ア太平洋共同体構想」、すなわちNAFTAを 究極的にAPECに 包含 し単一の自由貿易圏とす ると

のグラソド・デザイ ソや、同年11月 のシア トルにおける初のAPEC非 公式首脳会談での貿易投資

自由化問題への交渉重点の移行などは、米国の環太平洋通商政策の要諦がアジア太平洋貿易の拡

大が進む中にあって、いかにして 「世界の成長セソター」か ら疎外 されることな く、自らのイニ

シアティブの下にそれを取 り込んでゆ くか、という一点に置かれていることを如実に示 していた。

米国の通商交渉は市場アクセスのためには2国 間 ・多国間にかかわ りな く、あらゆる手段 を動

員 して(そ れ らはスーパー301条 適応 アクシ ョソや数値 目標 の設定など、 しばしば管理貿易的色

彩の濃いものである)、 それらを便宜的に組み合わせ進展を図るとい う、いわゆる 「マルチ=ト

ラック方式」 をその基調 とす る。(23)その中にあって、対APEC戦 略 の基本 とな ってい るのは

NAFTA成 立に見 られた複数諸国間交渉による通商フ レーム作 りであり、より広域の交渉テーブ

ルにおいてNAFTAを モデルとす る自由貿易圏をアジア太平洋地域 に拡大 してゆ く、というもの

である。ここでいう 「NAFTAモ デル」とは、第1に 目標実現のための特有の手法を指 している。

すなわち、協定内容が明らかに しているように、NAFTAは 明文化 された強固な機構を指向 し

(第1章)、 自由貿易地域結成に対する各国 ・各品目の関税撤廃スケジュールを定め(第3章)、

紛争処理や紛争解決にかんす る取 り決め と対抗措置のルール化(第!1、19、20章 等)な どを規定

している。それらは、い うなれば 「明示 された措置、計測可能な効果」を集大成するものであり、

対日通商交渉における数値 目標提示などと同 じ発想に根ざしているものであろう。第2は 、拘束

的'協定による域外 〃差別〃的な措置の適応である。締結国の特定商品に対する特恵関税適応、繊

維 ・アパレル製品の原産地規制強化、自動車部品に関す るローカルーコンテンツの引 き上げ(米

加協定時の50%か ら62.5%へ の引 き上げ一いつれも:NAFTA協 定第3章 、第4章)な どの措置は、

NAFTA発 足後の北米大陸が域内保護i主義的傾 向を強めてゆくのではではないかとの懸念を域外

諸国、とりわけアジア発展途上諸国に持たせる根拠となっている。第3は 、'「自由化」概念を拡

大し、国内問題を貿易交渉 とリソケージさせ る傾向である。環境や労働に関する規制がNAFTA

フレームによって、国 内法では簡単 に処理で きな くな る5(同 補完協 定)そ して第4が 、

NAFTA全 体に貫かれている トーソとしての相互主義的性格である。 「自由化のタダ乗 り」を許

さず、域内諸国の最恵国待遇は域外諸国には無条件には適応 しないとい う、自由貿易圏結成'協定

としての本質自体を、ここでは指 している。(24)

これ らの特徴は、特にアジア諸国か ら見て大 きな問題 を含んでい ると言わざるをえない。

NAFTAの 成立がASEANに 及ぼす影響を東南アジア ・北米の貿易商品構成か ら分析 したM・ プ

ルマー助教授(豪 ・ブラソデース大)ら の研究は、NAFTAの 影響と してASEANか らの多 くの

北米向け輸出品がメキシコ、カナダとの競合により強 く曝されると予想 し、しかも米国、メキシ

コという経済発展段階の大 きく異なる市場統合組織であるNAFTAに あっては、繊維製品、家電

製品、 トラソジスタなど幾つかの製造業において、その代替性の高 さゆえに容易 にASEANか ら

メキシコへの貿易移転効果が生 じるのみならず、投資移転効果 も加わると結論付けている。(25)

言 うまで もな く、西太平洋地域諸国はNAFTAモ デルがAPECに 拡大適応 されることに批判的

である。彼らからすれば、APECの スケジュール優先化 ・強固な機構化は 厂緩やかな協議体」か

ら、厳密なルールに基づ く 「交渉機関」へと変質 させ る動きであ り、域外差別的な措置の設定や

投資や貿易の自由化にかんする最恵国待遇の選択的適応 などは、オープソ・リージョナ リズムを

経済発展の依拠原則 とすべき西太平洋諸国の成長戦略 とは相反す る。とりわけ、イソ ドシナ諸国

を包含 し外向型経済への転換を地域 ぐるみで遂げつつある拡大ASEANに とって、 「APECのNAFTA
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化」はこれまでの成長パターソとその経済的成果をなし崩 しにする危険性を高めるものであり、

したがって米国の対APEC戦 略に対する嫌悪感は根強い。ASEAN諸 国にとって 「NAFrAモ デ

ル」に対するアソチーテーゼの提示は域内経済結束を図 り、APECに おける自身の対外交渉力を

強化する意味で も火急の課題であった。か くして、北米でのNAFTA調 印(1992年12月)を 射程

に入れつつ、ASEAN域 内にAFTA(ア セアソ自由貿易地域)が1993年1月 より発効 した。

NAFTA発 効の一年前 とい うこの タイ ミソグは、APECに おける両者の拮抗関係を考慮 した時、

極めて意味のあるものと言える。AFTAは 、カソボジア紛争の終結やベ トナムのASEAN加 盟に'

伴 う地域的緊張の消滅を うけての域内経済の結束確認を背景 として成立 している。その第一義 目

的は、ASEAN域 内の貿易 ・投資の自由化を主体的 に進めることを通 して、 「規模の経済」の実

現可能な、魅力ある投資市場の創設を図り、域外諸国への外資分散を阻止 しようとするものであ

る。 しかし、同時にそれは欧米地域での経済的 〃要塞化 〃を懸念する東南アジア諸国がブロック

の狭間への埋没を恐れ、地域経済の発展 と安全保障への交渉能力拡大のため切 った重要カー ドで

もあった。(26)

AFTAの 特徴は、 自由化措置に伴 う成果の適応方法にある。すなわち、AFTAに あっては域内

自由化措置 に伴 う関税譲許成果をASEAN域 内に留め ることな く、域外国がASEAN諸 国に対 し

て 自国市場を開放するか否かに関わ らず(つ まり、あえて 「自由化のタダ乗 り」を許容 して さえ

も)、 全ての国に最:恵国待遇を無条件的に適応す ることが確認されている。 これは、オープソ・

リージョナ リズム原則の保障 こそが域 内経済発展のキーであるとするASEANの 立場を雄i弁に物

語 るもめであ り、無差別主義 に立つその適応方法は、NAFTAに おける米国の相互主義的立場 と

は自ずと対立する。 しか もAFTAは 「自由化」『そのものの進め方にも、NAFTAの 機構化 ・ルー

ル化 とは対照を成 している。発足当初、AFTAは 西暦2008年 までに域内関税を5%以 下にするこ

とを目標に定めて いた。 この目標達成期限はポス ト・ウル グアイーラウソドの自由貿易加速を待

望す る国際世論 と、アジア他地域の自由化路線に促進される形で2003年(さ らに現在では2000年

目標に調整中)へ と前倒 しされるに至っている。・しか しこの目標年次はあくまでも最終的期限で

あり、この間の対象品 目の拡大や関税率低減過程など、達成 に至るアプローチについては画一的

スケジュールやルールを定めず、域内各国の自主性 に委ね、協調を図ってゆ くとい う、いわゆる

「'協調的自発的自由化」(ConcernedUnilateralAction)に よる方法論を確認 しており、これは

同時にASEANの 対APEC戦 略の基調 ともなっている。

さて、AFTA構 想の基礎スキームとなっているのが1992年12月 の同評議会で合意された共通特

恵関税制度(CEPT)で ある。CEPTは90年 代に入って徐々に拡大を遂げてきた域内貿易の活性

化状況 を背景に生まれたものであ り、関税率引 き下げの対象品 目及び除外品目の選別とタイムス

ケジュー'ルの設定 、ローカルーコソテソツ(ASEAN1力 国または複数の累積で40%以 上)、 お

よび実施にあたっての監視 と調停等について定めている。表7中 に見 るように、発足当初の

CEPTは 国 ごとでばらつ きがあり、農産物やサービス分野がカバーされていない、また加速品目

は全体の40%程 度に留まっているなどの問題点がある。またCEPTは 条約としての法的取 り決め

ではな く、実質的拘束力が無いこと、紛争処理規定が無いこと、達成 目標のみが共通で具体的ス

ケジュールや適応除外品 目については各国の 自主的判断に委ね られていること等からして、きわ

めて緩やかなフレームであり、 したがってAFTAも また、目標年次までに各国が自発的 ・弾力的

に実施すれば良いという一種の〃ファジーさを備えている。事実、その運用スケジュールは域内

で も自由貿易立国であるシソガポール と戦略的保護産業を抱える他の国々では、依然として大き
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表7CEPT対 象品 目数(1993年1月 発効時)

対 象 品 目 除 外 品 目 合 計

国 名
商品分類

桁数
加速品 目

(A)

一般品 目

(B)

小 ・計

(C)=A+B

割 合(%)

(D)=C/G

暫定品目

(E)

恒久品目

(F)

(G)

C十E十F

タ イ 6 1,936 2,764 4,700 88.4 ※118 ※500 5,318

マレーシア 9 3,251 6,895 10,146 86.4 648 952 11,746

イソドネシァ 9 3,170 4,196 7,366 79.9 1697 159 9,222

フィリピソ 8 916 3,568 4,484 80。2 681 426 5,591

シソガポ「ル 9 2,200 3,514 5,714 98.0 … .118 5,832

ブルネイ 9 2,341 2,843 5,184 91.! 314 195 5,693

※注:タ イの除外品目の うち暫定品目は10桁 ベースによる。

出所:通 産省、『通商白書』平成5年 版各論p43よ り引用

な差異が認 められる。だが、AFTAの 内実が緩やかな合意であるということが、即ASEANが 域

内自由化に保守的であるということを意味するものではない ことは銘記 されるべ きであろ う。

「大競争時代」 と呼ばれる今 日の苛烈 な国際的 ビジネス競争の時代にあって、ASEANに はより

巨額で技術力を備えた外資の導入の必要性がかつてないほどに強 まっている。外資の効率的誘導

に失敗する国は成長成果を享受できず、 したがって外資規制の緩和 と市場開放による新産業の育

成 ・国内産業の競争力強化 こそが今後の発展 にとって不可欠であることを、彼 らはこの10年 の経

験から学んだ。 自由化に乗 り遅れてはならないとす る心理が今日のASEANほ ど強 く働いている

地域は無 く、それが各国に自由化を強いる実質的圧力へと転化 している。問題は自由化の是非 自

体ではな く、む しろそのアプローチの方法 とイニシアテ ィブの所在であろ う。すなわち、

ASEANは 市場 メカニズムに依拠 しつつも、あ くまで も自らのイニシアティブの もとで自由化を

推進 したいのであって、それ自体にけっして消極的ではない ことを留意すべ きであろ う。

実際、ASEAN諸 国は1996年4月 に 「ASEAN産 業協力協定」(AICO)に 基本的に合意 し

(同年11月 より実施)、BBCで は自動車 メーカーのみを対象と していた特恵関税制度の適応範

囲を拡大する道を踏み出 した。すなわち、AICOで は特恵関税制度を製造業全般に拡げ、現地調

達率40%(BBCで は50%)、 地元資本比率が30%以 上(BBCで は規定無 し)の 合弁企業製品をも

「域内製品」として認定 し特恵関税率(0～5%)を 適応すること、また対象品には完成品 も含

むなど、ASEAN諸 国の積極的な域内貿易自由化姿勢がうかがわれ る。ASEANと してはWTO

やAPECな どの自由化計画に先んずる形で域 内関税引 き下げを断行す ることで、域外からの資本

進出を促 し、域 内展開をより容易にすることを通 して域内の貿易 ・投資をより活性化 させるとと

もに、中 ・長期的にはそれをテコに産業競争力育成を図ろうとの目論見である。

こう見てくると、環太平洋地域の 「東縁」(北 米=NAFTA)と 「西縁」(拡 大ASEAN・AFTA)

で進行 している地域経済統合の各々の内実には、大 きな差異が認め られることが分かる。 「東縁」

でのそれは相互主義的原則に立つ地域経済統合の機構化 ・スケジュール化 ・ルール化を特徴 とす

る自由貿易地域である。それは、域内諸国の優待化を第一義とし、結果 として域外諸国に一定の

譲歩を迫 る 「交渉的機能」を強 く持つ地域統合体 となる。ちなみに、 こうした地域経済統合は

GATTル ールに必ず しも抵触す るものではない。すなわち、GATT24条 では地域経済統合を進

めるにあた っての一定の条件を示 し、域外国への適用関税率の高水準化など、明らかな域外差別
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と排他性を持つことを禁止 してはいるが、少なくとも:NAFTAは 同条要件を満た している。つま

るところGATT24条 は 「… しなければ問題ない」 との、地域経済統合のための消極的必要条件

規定であり、それをクリアーした形での地域経済統合 タイプを、仮に 「GATT24条 型」と規定

したい。 これに対 して、 「西縁」で形を成 しつつある自由貿易地域は 「東縁」のような経済先進

諸国を包含 しておらず、 したがって資本の自己調達能力をほとんど欠いているがゆえに、域 内経

済発展のためにも経済の外向化(openization)を 指向し、域内外の無差別性 ・非排他性 と各国毎

の自発的自由化を特徴とする。GATT・WTO体 制が理念 とす る多国間交渉的な国際自由貿易体

制との整合性が強い、 こうしたタイフoの地域経済統合は、GATT前 文が明示する多国間システ

ムをより積極的に補完するサブシステムと位置付けられる。地域経済統合が世界規模での自由貿

易体制形成をよ り積極的にサポー トす ると言 う意味において、AFTAタ イプのそれは 「GATT

前文型」 と規定で きよう。

現在APECを 舞台とす る2つ の地域経済統合 タイプは拮抗する関係 を成 している。ASEANの

対APEC戦 略は結束 して 「GATT前 文型」のAPECを 維持発展 させることに尽 きている。そのた

めにも、ASEANはAFTAを ベースとして独自性を維持 し、交渉力を強化 しなければならない。

その場合重要なのは西太平洋地域の他のAPEC加 盟諸国との協調を図り、彼らをしてオープソ ・

リージ ョナ リズム原則の下にサポー トせしめる政治的努力であろう。ユ995年の大阪、96年 のスー

ビック非公式首脳会議では域内自由化にかんする協調的 自発的行動が確認され、自由化の原則 と

方法論について、ASEANサ イ ドはその 目標達成に少なからぬ成果 をあげた。 しかし、同時 に両

宣言は自由化の目標期限の明示を確認 し、そのスケジュール化を射程に入れている。その意味で、

それ らは 「東縁」 と 「西縁」の玉虫色的文章 に過 ぎず、問題の決着は依然持ち越 されたままであ

る。環太平洋を舞台 とする二つの地域経済統合体間での 〃綱引き〃は、依然 として続いている。

4.経 済 ダイナ ミクスの波及効果一ベ トナムとイン ドの事例

出現 した拡大ASEANは21世 紀の域内外経済にいかなるイソパク トを及ぼすのであろうか。80

年代後期か ら概ね10年 間の活況が続いてきたASEANの 工業化モー メソ トは、現在の緊縮政策に

よって打撃 を受けてはいるものの、ASEANの 新規加盟諸国にとっては依然大きな魅力である。

彼らはASEANの 先発諸国が果た したように、外資導入をより容易にすることを突破 口として製

造業を育成 し、その輸出産業化を計 ることこそが経済離陸への最善オプショソである、と認識 し

ているであろう。資本 ・商品の移動の帰結としての経済離陸資源の移転 と、それに伴 う工業生産

能力の後発諸国への再配置:現象、いわゆる後発性利益の享受を通 じた後発途上諸国の工業化 プロ

セスは、ガーシェソクロソがかつて指摘 した如 く、過去幾度か見 られた事例 である。(27)拡大

ASEANは 域 内経済後進地への工業生産能力移転のフレームを準備 し、後発性利益享受下での圧

縮的工業化という、後発諸国に特有の経済離陸パターンの一大実験場となる可能性を持っている。

しかも、その工業化モー メソトは同時に集権的社会主義や軍部独裁下の閉塞的社会に風穴をあけ、

彼 らの環太平洋経済 イソテ グレーシ ョソへの触媒的機能をも果たすであろう。要するに、拡大

ASEANは ベ トナムや ミャソマーの外向型経済転換 ・社会構造変化を促す経済 ダイナミクス供給

源としても、重要 な役割を担 うことになるのである。

とりわけ人 口7,400万 人、識字率94%(28)と いう、発展途上国にあっては極めて高い教育的イ ソ
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フラを持ち、かつ勤勉性を兼ね備えた国民を抱える東南アジアの〃潜在的大国〃・ベ トナムで現

在進行中の改革開放政策、いわゆる ドイモイ(刷 新)政 策の帰趨 こそは、拡大ASEANの 展望 を

占う上での試金石であろう。同国の経済成長率は1992年 より96年まで平均9%と いう比較的高い

水準に達 しており、1986年 に始まった ドイモイ政策は一応の成果を達成 していると言 うべきであ

ろうが、この成長は主に1991年 からの工業生産の増加 に起因するものであった。(29)1995年の工業

生産品目別に見た生産額では・石油燃料関連製品を除いては食料加工品、繊維製品など労働集約

的軽工業が多 くを占めていた。ただし、90年 代初頭 までの輸出構成品 目は米に代表 される食料品

や、原油などが依然 として多 くを占めてきた。輸出工業化率が30%前 後の レベルにあることから

しても、ベ トナムの工業化は今ようや く始 まったばか りの段階と言える。(表8お よび9参 照)

言 うまでもな く、 ドイモイの継続の為の資本供給面で重要な役割 を果たすのは外資である。ベ

トナムでは市場メカニズムの導入 と並んセ、外資規制の緩和措置が漸進的に取 られて きた。すな

わち、1987年 に公布された新外資法(LawonForeignInvestmentinVietnam)で は外国企業

表8べ トナムの工業生産品目比率(%)

〈1995年 〉

、その他

木材 ・食料19・8

6.8

機械設備
3.7

電 力・電気

8.

建 設 資

8.1

化 学 月'・

ゴ ム8.7

加工食 品＼

27.7

油 ・燃 料`叮 品

16.

繊維衣料
9.1

出 所:Gates,C.,"EnterpriseReformand

Vietnem'sTransformationtoa

Market一 つrientedEconomy,"ISEAS,

ASEANEconomicBulletin,Vo1.12,

No.1,1994,p37,&StatisticalPub.,

House,10NarnDoiMoi,Hanoi,

1996

表9ベ トナムの輸 出構成品 目比率 の変化(SITC1位 数 分類 ・%,1986～1994年 隔 年埴)

部 ユ986 1988 1990 1992 1994

0. 食料品および動物 42。7 39.9 34.4 37.3 37.9

1. 飲 料 お よび タバ・コ 2.7 2.7 0.7 0.2『 0.07

2. 食用に適 さない原材料※ 19.0 22.4 13.6 12.7 7.6

3. 鉱物性燃料 4.3 4.2 20.8 .33.6 24.7

4. 動植物性油脂・ろう LO 1.0 0.4 ・'-0
.2 0.3

5. 化学工業生産品 1.3 1.3 0.7 0.4 0.3

6. 原料別製品 6.8 6.7 4.4 3.8 5.4

7. 機械類および輸送機器 0.1 0.2 0.04 0.3 2.4

8. 雑製品 20.9 20L7 23.9 11.7 17.3

9. 特殊取扱品 1.1 1.1 0.9 『 4.1

輸出工業化率(5～9部 計) 30.2 30.σ ・ 29.9 16.2 29.5

※鉱物性燃料除 く 出所:表2掲 載資料 より作成
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の100%出 資承認や法人税の減免を定めたのに続いて、92年12月 には同法を改正 し、合弁企業 に

おける出資比率上限の引上げ、100%外 資企業への合弁企業 と同様の優遇税率と減免期間の適用、

経営期間の保証(通 常で最高50年 間、特例で70年 間)な どが確認 されている。(30L方 、同年 に発

布 された新憲法が私有を含む多様な所有形態 を追認明記 した こともあって、外資の進出は90年 代

に入 り拡大基調にある。すなわち、1988年 に1.5億 ドルに過 ぎなかった直接投資額は投資環境の

好転が見込まれた92年 には約13倍(19.3億 ドル))に 増加、さらに96年7月 累計で約210億 ドル

(契約ベース、 うち実行額は約90億 ドル(31))に達 した。そ してそれに牽引 される形で国内総投資

増加率が20%台 に上昇(95年 以降)、 輸出増加率 も35%(94年)、28%(95年)、30%(96年)

と高水準に推移する傾向が鮮明になってきたことは注 目して良い。(鋤それは、外資の進出による

経営資源の移転が国内設備投資を刺激 し、労働集約的製造業の輸出産業化を促進するという、先

に見たASEAN諸 国の経済発展 プロセスをベ トナムもまた踏襲 していることを物語っている。

ベ トナムとしてはASEAN型 経済発展戦略に基礎を置 くドイモイを軌道 に乗せるため、外資の

いっそうの誘導を図り、外向型経済への転換 に伴って不可避となる企業間競争に耐えうる国内産

業近代化を成 し遂げなければな らない。1993年 現在、ベ トナムの製造業企業のおよそ98%は 零細

な個人 ・家族経営企業である。彼 らは製造業労働者の過半(55.1%)を 雇用 しているものの、生

産額においては23%を 占めるに過 ぎず、経営基盤は極めて脆弱である。(33)またその一方で、基幹

産業を掌握する国営大企業の多 くは経営効率 に劣る赤字企業である。集権的社会主義時代に既得

権の上にあ ぐらをかいてきたベ トナムの公営企業経営は1986年 以降、独立採算制へと移行 してお

り、94年 以降は破産法が適応 されるなどの改革が進んではきた。その結果、1990年 に約12,000社

あった公営企業は市場 メカニズム導入の過程で約2,000社 強が閉鎖、3,000社 以上が吸収合併され、

96年 現在では6,000余 社と半減 したのである。 しか しベ トナムの公営企業は工業生産額の約4分

の1を 生産 しているとはいえ、黒字経営企業 は全体の3分 の1に 過 ぎず、改革が依然として困難

な トライアルであることを物語 っている。岡ASEANへ の加盟によってベ トナムはAFTAス キー

ムを受け入れ、2008年 までに製造業分野で、2010年 までには農産物 をも含む関税引き下げを既に

公約 している。そのことは、国際競争力を持たない零細企業は今後必然的に淘汰 され、公営企業

の多 くも整理 ・合理化を余儀な くされ ることを意味 しよう。拡大ASEANは ベ トナムをイソテグ

レー トすることによって、ベ トナムに外資導入を容易化する便宜 を提供す る一方で、AFTAへ の

参加によってベ トナムに残 された 「自由化への猶予期間」はごく限られたものとなって しまった。

その意味で、ベ トナムの外向型経済体制への構造調整はテソボアップを迫られており、改革は待っ

た無 しである。拡大ASEANは 市場の広域化による 「規模の経済」の実現を目指 したに留まらず、

自身の経済発展プロセスの移転と経済 ダイナ ミクス波及効果によって、ベ トナムの経済離陸 を側

面支援 し、同国の〃後戻 り〃を不可能 とするモーメソ トをも生み出しているのである。

また領域の拡大 ととともに注目すべきことは、拡大ASEAN経 済が域内での連携深化を伴 って

いることである。企業内分業 ・産業内貿易の拡大に比例 して、拡大ASEAN各 国の域内経済依存

は1990年 代に入って漸 く深まりつつある。 しかも、東南アジア地域の政治対立の氷解は国境 のハ

ー ドルをますます低下せ しめており、それに呼応する形で域内に局地的な経済圏が覚醒 しつつあ

ることは、後発地域をも巻き込んでの域 内貿易を促進す るうえでの大 きな要因となるだろう。後

発諸国との国境周辺での小規模な日常品取引 きが次第に後背地の地場資本や政府、更には外国企

業をも誘導 して一大 ビジネスの場へと成長 していったケースは、中 ・台両岸経済が香港を ヒソジ

と して華南経済圏 へと生成発展 して いった事例 など、幾つ かの先 行例 が見 られ る。今後 、
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ASEAN内 でも新規加盟諸国を包含する局地経済圏が発展 してゆ くとい うシナ リオは、けっ して

実現性の薄いものではない。たとえば、カンボジアにおける紛争 にもかかわ らず、ラオスの対 タ

イ貿易シエアは1980年 代後半期より高い値で推移 してきたし、またカソボジアについて も着実に

高まってきた。(表15参 照。なお、1994年 のラオスの対 タイ貿易シエアの低下は、対EU、 トルコ

との貿易増加による所が大 きく、同年 の対 タイ貿易の総額自体は3.5億 ドルと、過去最高に達 し

ている。)ま た直接投資でも96年6月 までのタイからラオスへの投資総額は19 .4億 ドルと、 ラ.オ

スの受け入れ総額の約43%に 達 している。 この額は同国へのアジア第2位 投資国である韓国(3 .

9億 ドル)、 第3位 投資国の台湾(0.65億 ドル)を 大 きく引き離 してお り、タイ経済 の外延的発

展の結果として、 「バー ツ経済圏」が本格的に覚醒 しつつある状況が確認できるのである。(35)

また、拡大ASEA:Nは 「保護の要塞化」によってではな く、外延的拡大を図 ることによって

「自由化のタダ乗 り」を最小限にすることができる。東南アジア地域全体を包含 し、環太平洋経

済にリソケージしたこの地域経済統合体は、商品輸出や地場資本の域外進出などを通 じて成長の

ダイナミクスを域外に も波及 させ、周辺地域の経済活性化を刺激 しうる可能性をも持ちあわせて

いる。 この点で特に興味深い事例が、近年市場開放政策に転 じた南アジア諸国との関係である。

周知のように、その地域大国であるイン ドはナラシソハ ・ラオ元政権成立の1991年 以来、新経済

政策と称される一連のマ クロ経済不均衡是正措置 と経済 自由化が進行中である。特に後者にあっ

ては産業許認可制度の撤廃 と公共部門の縮小整理が 目標に掲げられてお り、イン ドが旧来の国営

企業主体の混合経済から民間の企業活動を重視 した自由経済へと、大 きく路線を転換 しつつつあ

ることが伺われ る。ただ し、1995年 現在で も総資本の55%を 占有 し、非農…業部門GDPの25%を

生産するなどイソド経済に占める国営企業の影響力は巨大である。その4割 は赤字経営にあ り、

改革は依然として充分な成果を挙げるには至っていない。(36)このボ トルネックの打開如何が21世

紀のイソドの経済発展の成否を握 っていることは疑いのない所である。一方、民間の起業家精神

を刺激するための一環 として、ラオ元政権は コソピュータ ・ソフ、トなどの優先産業 において合弁

企業の外資過半持株の承認や輸出加工区提供 などの「連の外資優遇措置を打ち出 し、海外 との経

済 リソケージ拡大 には積極的な態度をとってきた。

こうした趨勢の中で、ASEAN諸 国か らは在東南 アジア印僑を中心 として、投資熱が次第に高

まってきた。イ ソド工業省の発表によれば、1991年 か ら95年 までの直接投資承認累計は総額で

5954億 ルピー(1ル ピー≒3。8円、1997年5月 時点)に のぼるが、この うちタイか らの投資分が

全体の3.9%、 マ レーシアからのそれが4。2%を 占めていた。(37)特に、今後の動向で注目され るの

がシソガポールか らの投資拡大である。シソガポールはASEANの 中心的資本輸出国 として中国、

イソド等の域外 周辺諸国への投資活動 を活発化 させつつ ある。1994年 の対 イソ ド投資額 は約

表10ラ オ ス、カ ンボ ジアの対 タイ貿 易シエ ア推移(1987～1995年)

(%)

年 1987 1988 !989 1990 1991 1992 1993 1994 1995

ラ オ ス 46.3 49.3 50.6 58.5 55.2 51.5 52.7 35.6 44.9

カソポジァ 0.0 3。2 4.7 11.8 14.7 22.7 25.1 28.8 27.2

※貿易シエア=タ イへの輸出額+タ イからの輸入額/貿 易総額で算出

出所:表1、 表2掲 載資料 より作成
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8,000万 ドル(イ ソドへの直接投資 ランク9位)、1995年10 ,月現在までの累計額は3億4,000万 シ

ソガポール ・ドル(約2500億 円 ・同十位)で ある。 さらにシンガポール ・イソ ド人商工会議所

は96年6月 には初の 「世界イソ ド人実業家会議」を開催するなど、イソ ド系シソガポール人や在

シンガポール印僑を媒体 とする巨大市場への参入を狙 っており、その投資活動は〃戦略性 〃を帯

びたもの として、今後が注 目されるのである。⑯
一方、イソ ド・AS耳AN間 の貿易については、これまでのところは限定的な規模に留まって き

た。1994年 のASEAN各 国の貿易総額に占める対イソド貿易のシェアはシソガポール1.03%、 マ

レーシア0.79%、 タイ0.75%、 イソドネシア0.72%、 フィリピソ0.44%で ある。この うち対印貿

易が黒字基調 にあるのはマ レーシア1国 であるうえ、伸 び率 もまた顕著なものではない。㈲ しか

し経済発展の緒 についたイソ ドでの拡大する購買力は、経常赤字に悩むASEAN諸 国には今後大

きな魅力となる。イソ ド全国応用経済調査'協議会(INCAER)が92年 に実施 した家計消費調査に

よれば、白黒 テレビ等の耐久消費財 を購入できる年間所得およそ3万6,000ル ピー以上の、いわ

ゆる 「中間層」は全イソ ド家計 の16.42%、 人口に して約1億4,700万 人に達す るとされる。INC

AERに よれば、 ここ当分の間、中間層は年間2～3千 万人(!)の 割合で増加するという。ち

なみに、同国の耐久消費財生産は93年 以来平均15.2%の 伸び率を示 しており、その後も順調に拡

大するなど、確かにその傾向が裏づけられるのである。㈲この潜在的市場価値を考慮すれば、イ

ン ドはASEAN諸 国にとって経常赤字打開のキー国の1つ と成 り得る可能性を多分に秘めている。

短期的には、拡大ASEANは 商品輸出を通 じてイソド経済によりいっそう接近 し、経常収支の赤

字削減を実現することが出来 る。 また中 ・長期的には、拡大ASEANは 、イソ ドを中心とす るSAA

RC(南 アジア地域協力連合)7ヶ 国(イ ソ ド、パキスタソ、バ ングラデシュ、スリラソカ、ネ

パール、ブータソ、モルディブ)へ の投資展開によって南アジア地域経済へのコミットメソ トを

深め、より広域な輸出市場を獲得す ることができる。既にタイはバソグラシュ、イソド、ス リラ

ソカとの経済協力会議(BISTEC)を 発足させ、97年12月 には ミャンマーをも取 り込むことに成

功 した。(41)ミャソマーの包含はASEANとSAARCの 経済連携拡大素地が整いつつあることを示

す ものであろう。

現在の所、SAARCは7力 国間に依然として政治的紛争があ り、軍事的緊張 も解消 していない

ことや、地域大国イン ドがAPEC加 盟申請を行なうなど、南アジア域内協力に冷淡な態度をとり

続けているために、充分な域 内経済連携を作 り出せないでいる。 しかし先行 したASEANの 例が

示すように、地域諸国の市場経済化 と開放型経済への転換が進むにつれて、地域の経済的紐帯は

否応な く強まってい く。拡大ASEANの 南アジアへの接近は、彼らが環イソド洋経済圏へのゲイ

トウエイとな り、環太平洋経済圏とのブ リッジを果たす経済主体へと成長 してゆくことをも意味

している。ASEANの 「拡大」 と 「深化」がもたらす一つの帰結 としての 〃ルック ・ウエス ト〃

には、そうした意味合いも込められているのである。
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5.拡 大ASEANの 地域統合 プロセス再考一〃開放的 ・機能的統合 〃の意味と意義

西太平洋地域における経済的連携の進展プロセスは他の諸地域、例えば西 ヨーロッパにおける

それとはかな り様相を異にしてきた。EUは 独仏の歴史的対立を止揚す る政治的 フレームとして

発足する一方で、先進諸国間の地:域経済統合体 として も広域市場による規模の経済性 と産業構造

調整 を通 した国際競争力強化実現のためのフレームとして生成発展 して きた。今 日、EUは 強固

な経済同盟として通貨統合にまで歩を進めようとしているが、その特徴は統合プロセスを厳密に

スケジュール化 し、加盟諸国間合意の制度化を通 じて、各国に経済政策や経済パーフォマソス自

体の変容を迫ってゆ くとい う統合手法にある。 もちろん、こうtた 手法が成 り立つこと自体 が、

基本的 に加盟ヨーロッパ諸国の文化的均質性や経済発展段階の近似性を抜 きにしては考 えがたい

ことであろうが、域内資本の保護 と優待化を人為的に進 めようとす る産業政策を基調 としたEU

型経済統合プロセスは、必然的に〃何が しか〃(た とえば域 内共通通商政策や選択的セーフガー

ド措置など)の ハー ドルを設定 し、ともすれば域外に対 して差別化を迫 る性格を付加 される傾向

を持つこととなる。加盟各国の域内貿易依存度が高 く、 したがって 「自己完結的」であるという

EU経 済の特徴は、たとえばGATTの ウルグアイーラウソ ド時の対米農業交渉のように、国際経

済交渉の緊張時には、その帰趨如何によっては域外経済との軋轢をいっそう深め、深刻な リセッ

ショソが発生 した場合には 「保護の要塞」へと転化 しかねない危 うさを秘めている。

これに対するアジア地域でのそれは、人文的多様性と大 きな経済格差、異なる政治体制等の要

因のために、ヨーロッパのような統合 プロセスを踏襲することはできなかった。とりわけ東南ア

ジア地域では、各国の経済的後進性のために、域外 の資本や販路を海外市場に依存せざるを得ず、

彼 らは開放体制を維持拡大す る形での経済統合を追求す る他にはオプシ ョソを断たれていた。

1980年 代後半期、ASEANが 日本やNIES諸 国からの資本を受入れ、輸出指向工業化による目覚

ましい経済離陸を遂げるにしたがって、域外の市場 メカニズムに依拠するASEAN的 経済発展の

方法、すなわち加盟各国の自発的協調原則 に基づいた外向型経済への政策転換努力と市場機能中

心の漸進的 ・自律的経済統合とい うアプローチは、周辺発展途上諸国にとっての経済開発戦略モ

デルとしてだけではな く、多国間主義に基づ く自由貿易実現に不可欠な条件である開放性、無差

別性を一定保証するうえでの適用可能なオプショソとして、む しろ積極的に評価 されるべきもの

と考え られる。要するに、背景においても内実において も、アジアの地域経済統合は他地域での

それらとは様相を異に して きたのである。

地域経済統合のタイプは、その統合原則 ・理念と(域 外に対する)開 放性を基準に類型化でき

よう。たとえば、戦前のブロック経済体制は強固な制度的取 り決めと閉鎖性(自 己完結性)を 特

徴 とす る。そこでは域内自給的な垂直的分業体制が成立 し、 したがって域外に対する排他性が増

す。経済統合域内での貿易はヘゲモニーを握 る権力の下に一元的 に管理化されるため、保護主義

的な色彩を強 く帯びることになるだろう。 これが行きついた先が排他的な市場(植 民地)再 分割

をめぐる大戦であったことに鑑みるならば、このオプショソは国際社会の将来にとって最悪であ

り、受け容れ難いのは明白である。また、EUやNAFTAはGATT24条 に基づ く関税同盟や 自由

貿易地域 として域外経済への開放性を建て前 としているものの、加盟各国の利益を優先させ る制

度的取 り決めが先行 し、 「自由化成果の タダ乗 りを許 さない」との合意の もとに、近年では域外

諸国にとってのハー ドルが増長 される傾向にあり、 「保護の要塞化」への危惧が強まっているの
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である。 これに対 し、市場機能に基づ く商品 ・資本の移動や再配置に依拠 し、域外に対する非排

他性、対外開放性を特徴とす るスキームを考えたい。その特徴ゆえに、以上の原則に成 り立つ地

域経済統合体 は必然的に国際経済へのイソテグレーショソを希求するものとなり、自らの利益の

ためにも積極的に自由貿易の実現を図ろうとする性格を帯びることになる。拡大ASEANの 地域

経済統合アプローチはそ うした指向性をより強 く持 っており、オープソ ・リージョナ リズムを掲

げるその統合原則は、国際経済の分解 を抑止するうえで も、大いなる効果をもたらすことになる

と考えられる。(42)

注 目す べ きことに、環太 平洋経済 は今 やAPECと い うグラソ ドスギームの もとに、拡大

ASEANとNAFTAの 両者にまたがる形で発展を遂げている。 ここでの経済統合原則をめ ぐる綱

引 きは、いま始まったばかりである。すなわち、米国はAPECの 主導権を確保 しNAFTAタ イプ

の自由貿易地域化にアジアを包含するために、このグラソド・スキームを利用 しようとする。 こ

れに対 して拡大ASEANは 、 自らの経済的成果を維持拡大するためにも、開放性 と無差別性に立

脚 した地域経済統合原則一オープソ ・リージ ョナ リズム原則 一を放棄することはできない。度重

なる非公式首脳会談の開催に もかかわ らず、APECの 地域経済統合原則をめぐるコソセソサスの

帰趨はいまだ明らかなものとはなっておらず、重点目標 とその将来構想は依然として不透明であ

る。ただ、西太平洋地域の発展途上諸国にとって、経済発展へのオプショソは開放型経済と(市

場)機 能重視の統合原則に依拠す る以外 には残 されていない。 この原則は開放経済化を促すモー

メン トの発信源 ともなって、この地域の社会主義諸国が体質として持 っていた閉鎖的体制を溶解

させているだけでな く、西太平洋地域諸国のみならず欧米地域 との貿易拡大や直接投資 フローを

通 じて、世界的な保護主義潮流 に対抗する〃力 〃を生み出 している。拡大ASEANは 環太平洋経

済の 「西の中核体」 として、オープソ ・リージョナ リズム原則 をさらにアジア太平洋地域全体に

押 し拡げ、このモーメソ トをいっそう強化することに、ポス ト冷戦期における新たな レーゾソ・

デー トルを求めなければならないのである。

6.ASEAN経 済の脆弱性 と構造調整の可能性

1997年 夏期からASEAN諸 国に生起 した通貨危機 と株価 の下落は、ASEAN経 済 に付随する脆

弱性をクロ7ズ アップさせることになった。度重なるバーッ投機 に曝されたタイでは7月 に ドル

ーペ ッグ ・システムか ら事実上の変動為替相場 に移行、以来バーッは下落の一途をたど り、12月

下旬には1ド ル46バ ーツの安値 をつけ半年でおよそ86%も 切 り下が り、さらに98年1月 には50バ
ーツ台へと下降 した

。 また。 これに連動す る形でイ ソドネシアのルピア(同 期半年で約110%)

マ レーシアの リソギ(同 約27%)な ども軒並み下落 し、ASEANは 通貨信用を大 きく失墜 させて

しまった。(43)さらに通貨不安による資本忌避 により株式市況 も動揺を見せ、97年 第3四 半期まで

の株式市況指数は年初 よりシソガポール12.1%、 ジャカルタユ4.3%、 バソコク32.2%、 クアラル

ソプール33.8%、 マニラ市場で34.8%と 、大幅な下降をたどった。(44〉この時;期、株価急落は香港、

東京、そ して一時的にはニューヨーク市場にも波及 し、東南 アジアの経済不安は文字通 り、世界

同時株式下落の発信源 となった。

今回の東南 アジァ経済危機 の直接の引 き金 となったのが大幅な経常収支赤字の存在である。 タ

イでは95～96年 の経常収支赤字は対GDP比 でおよそ8.2%に 達 していた。 タイの場合、海外投資
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家からの通貨信用を維持す るために施いていた ドルーペ ッグによる自国通貨の過大評価傾向が、

近年の ドル高傾向に伴 って輸出品の国際競争力を減退 させたのに加えて、円安傾向に伴 う対 日輸

入の増加がその主因を成 していた。 また、マ レーシアでも巨大建設プロジェクトに牽引 される形

で急伸 した資本財輸入 と賃金上昇による輸出産業への打撃に伴い経常収支赤字が増大、95年 には

約70億 ドル(対GDP比8.7%)、96年 にも同6.6%に 達 していた。(45L方 ぐASEAN諸 国では経済

発展よって投資市場価値が高まったこともあり従来からの直接投資、中 ・長期借款に加え、近年

の資本証券市場の規制緩和 を背景 として短;期資本や ポー トフォリオ投資等、いわゆるホッ トーマ

ネー流入が急増 していた。ただ し、それ らは地方イソフラ整備の遅れや有力なサポーテ ィソグ・

インダス トリーズが育 っていない状況下にあってはいきおい首都を中心とした不動産部門へと振

り向け られることになり、実態経済と不均衡な経済バブル化を生み出す元となった。金融不安が

表面化 したタイにあって、不良債権を抱 え込み経営危機に陥 った58金 融機関の業務停止措置(う

ち56機 関は完全に閉鎖)は 、"ASEAN版 バブルのは じけ"を 象徴するものでもあった。

1997年 の経済危機は、それまで改革の必要性が叫ばれてきたにもかかわらず、高度成長下で相

対的にネグレク トされてきた問題 を改めて クローズアップさせた。すなわち外向型経済に付随す

る外資誘導型 ・海外市場依存型の産業構造は中問財 ・資本財の輸入を不可避 とし、 これが経常赤

字の一因となったこと、外資誘導による工業化が投資収益の本国送金やロイヤルティー増加によっ

て貿易外収支の赤字に直結 したこと、NIESや 先進諸国需要への弾力性が高 く、とりわけ日本市

場の低迷 と94年以来大幅に切 り下がった中国 ・人民元を背景とした中国との輸出競争で劣勢に立

たされたことなど、今回の問題 をより深 く観察すれば、それがASEANの これまでの工業化戦略

そのものに起因する部分に多 くを負 っていたことが明瞭 となる。要するに 「危機」の真相は、成

長の結果ASEAN経 済がより密接に域外経済 と結びつ き、それに伴なう為替調整圧力を受けたこ

と、換言すれば経済 グローバル化を背景にASEANが 構造調整圧力を余儀な く受けたことに他な

らない。そして、それはASEAN経 済の成熟過程で問題視 されるようになった金融システムの自

己責任、情報開示、透明性の欠落と、その改善とい う国際的要請とも重なって、今 日では経済 ファ

ンダメンタルズというよりは、む しろ、ASEAN各 国政府の信用性、ガバーナビリティ(統 治責

任能力)が 金融 ・為替市場に評価 を受けるまでに至 っている。

ASEANの 工業化にあたっては 「外資依存型の欠陥」が叫ばれているが、海外資本の ファイナ

ソスによる経済開発は自己資本に不足す る発展途上諸国経済が抱える"宿 命"で あって、マイナ
ス面を強調 した ところで得るものは少ない。む しろ問題となるのは、これまで達成 してきた経済

発展の成果を内部化 してい くために、ASEANが 今後 どのような構造調i整を断行 しなければなら

ないか、とい う点であろう。さしあたっての問題は、通貨安定の回復である。経済ファソダメン

タルズや人的資源においてASEANの 成長余力は依然 として残されてお り、その意味で、経済発

展の中長期的な展望を必ず しも悲観的 に観測する必要はないのだが、 ドルーペ ッグ・システムか

らの離脱によってASEANで は揺 らいだ海外投資家たちの信頼を回復するにはそれ以外 の手段に

拠 らねばならな くなって しまった。 また 自国通貨の切 り下げは対外債務の増大に直結 してお り、

これ以上の急激な通貨安を許容することは困難である。㈲さらに、一国の通貨安は輸出競争力の

回復を伴 うので、放置すれば輸出不振にある他の国々の通貨が追随 し、通貨切 り下げが連鎖す る

懸念 も否定できない。域内2国 間取 り決めに基づ く金融支援(47)にも限度がある以上、結局のとこ

ろ当面は協調的金融政策の必要性は大 きくならざるを得ない。既にASEAN諸 国間では国際的金

融機関との'協調とともに、監視体制の強化と金融機関の透明性を高めることを条件に域内共同的
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金融支援のための 「アジア通貨基金」構想が浮上 していたが、結局はIMF主 導の緊縮財政への転

換 を迫 られることになって しまった。経済の低迷によって、日本政府に"ア ソカー"と しての役

割がそれほど期待できない以上、ASEANに は従来に も増 して自助的努力が強 く要請 される。(48)

ASEANは 経済安定化の力量を、本格的に問われるに至 っている。

肝心なことは、今回の経済危機を"天 佑"と してASEANが 次なる構造調整へと踏み出す こと

が出来るか否かである。その際のポイソ トの第1点 は変動相場制への評価であるが、経常収支赤

字の重要な一因が通貨信用を維持するために自国通貨の過大評価 を生んできたこれまでの対 ドル
ーペ ッグ ・システムにあったことは今 日では明瞭であ り、そこからの離脱は構造改革上不可欠 な

課題である。変動相場制 への移行は経常赤字体質を修正する うえで避けて通れない道 あ り、

ASEANは その下でのより激烈 な大競争に飛び出す覚悟 をし、域内企業競争力を高め、為替変動

に対 して強靭な経済パーフォマソスを獲得する努力を しなければならない。資本財を域外からの

輸入 に依存す る現在の貿易構造が変わらなければ通貨安により輸入資本財価格が上昇するので、

赤字減少幅は限定的であろう。すなわち、変動相場制への移行を真の"追 い風"と するためには、

域内諸国の共同的努力の もとで研究開発支出を拡大するとともに、地方 インフラの整備や、域内

生産の裾野を拡げるためのサポーティソグ ・イソダス トリーズの育成を本格的に進めるなど、産

業構造を高度化 し、製造業基盤を拡大することによって資本財 ・中間財依存体質からの脱却を図

る政策とがセッ トとな らなければならない。

第2は 、為替 リスクを最少化する手段 として機能 してきた ドルーペッグ通貨システムに代わる

新たな、より自律的な信用手段の確立である。ASEANが 今後、 「インフレ無 き成長」を保障で

きれば、内外投資家による投資忌避現象は回避で きるであろう。確かに、D》iFの構造調整プログ

ラムに見るように、イソフレの鎮静をめざした金融引 き締めは中長期的視点に立てば必要であろ

う。それは輸入需要の抑制に寄与 してイソフレの鎮静を促すのみならず、外資の逃避防止への有

効 な方策ではある。ただ し、急激なデフレ的金融政策では金利上昇による景気後退が懸念され、

金融機関の不良偉権をかえって増大 させて しまうので、通貨危機の根源 ともなった金融市場の不

安定性を払拭で きまい。まずは、景気浮揚を狙った短期的積極財政政策を実施 し、"手 術に必要

な体力"を 回復 した後に改革を断行す ることが望ましい。同時に規制緩和を図 り、外資参入の自

由化を進めより多 くの金融機関による競争的金融市場を創設す ること、そのための情報公開を進

めて市場の透 明性を拡大すること、バブルを煽る危険性の大 きい融資をモニターで きる金融監視

監督システムを確立 し、オープソな金融市場下でのルール作 りを域内の共同的作業と して行なう

こと等、相対的に立ち遅れてきた金融 システムの近代化 ・国際化 も不可欠な課題である。そ して

おそらく、そうした改革を可能 とするうえで最大のポイソ トとなるのは、政府のガバーナビリティ
ー確立の問題であろう

。そこには放漫財政支出への削減とい った政策的問題だけでな く、汚職 ・

コネ政治の排除、政治 システムの民主化、行政監視のための透明性の確保 といった、より政治構

造的なテーマ も包含されるのであり、ASEA:Nの 構造改革が単に経済 レベルに留 まるものではな

いことは確実である。

そ して第3点 として、投資市場 としての価値を高めるためのより思い切った市場構造改革の必

要性を挙げたい。域内産業保護的措置の撤廃や寡占的市場への規制、外資参入規制の緩和は投資

イソセソティブの増大に直接的につながる。そ して、いっそ うの自由化を進め国際市場 との連携

を強めることで こそ、ASEANは 投資市場と しての魅力を高めることがで き、また域内企業 にも

国際競争力強化への自助的努力のイソセソテ ィブが働 く。 さらに対外依存性の強いASEANは 域
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外に対 して も、 こうした市場構造改革 を可能 とする環境を求めなければならず、オープソ ・リー

ジョナ リズム原則をAPECを 通 してアジア太平洋地域全体に普遍化 させることに活路を求める他

はない。 この点では、域内貿易 の活性化 とAFTAの 促進 は大変重要で あろ う。 すなわち、

A§EANは 経済統合のいっそ うの深化を図るためにも、オープソ ・リージョナ リズム原則をより

鮮明に し、タり強力なイニシアティブを発揮 して域内市場の開放を推 し進めてゆ く必要がある。

その分野は製造業のみならず、流通、情報通信、金融、証券など、依然閉鎖的と言われるサービ

ス産業全般に及ぶべきものであることは言 うまで もな く、商品 ・サー ビス貿易や資本の移動に関

する規制緩和を大胆に実行することこそが合理的な政策オプショソである。 さらに言えば、開放

型経済を支えるうえで欠かせないのが法的整備の問題である。一例 として、先進諸国企業 による

域内分業体制の促進優遇措置や、ウルグアイーラウソ ドでの合意としての知的所有権 を保障する

体制作 りは、先進諸国か らの投資や技術の呼び込む うえで、拡大ASEANに とって焦眉の懸案で

ある。今 日のアジア諸国で見 られる偽ブラソ ドや海賊版 ソフ トなどの横行は、早急に解消 される

必要がある。既にASEAN各 国は1995年 末のバソコク首脳会談において 「知的所有権協力に関す

る協定」 に合意 し、WTOの 貿易関連知的所有権協定(TRIP)に 基づ く国内関連法整備を96年

中に終 える方針を打ち出した。 さらに、96年4月 の経済相会議(非 公式)で は域内分業促進のた

めのAICO(前 述)に 合意 した他にも、特許 ・商標の共通化についても討議を行ない、将来的に

はrASEAN特 許 ・商標庁」設立が展望 されるに至 っている。・49・(ただ し、発展途⊥諸国間の経

済統合体の常として、自国産業の育成にかける各国の思惑は根強 く、同年9月 の経済閣僚会議

(ジャカルタ)で は、後者の合意は先送 りとされて しまった。)一 方、今一つの懸案である農産

物自由化問題は、コメなど一部農産 物の関税引 ぎ下げ期限を2010年 としたものの、その細 目には

依然不透明な部分も多 く、包括的な達成期限について各国合意はいまだ完全 に得 られているとは

言い難い。ASEANの 産業協力やAFTAの 進展については依然 として多 くの問題が残 されている

ことは疑 いようもない。 しか し、欧米での地域経済統合の発展 や激 しい国際競争 の中で、

ASEANが 採 りうる戦略は域内産業協力による全体的な競争力浮揚 と、外資導入のための一方的

自由化 の推進以外にはあ りえないtと も明 白であ る。ASEANの 指導者達が 自ら経済発展 は

liberalizationの賜物であり、逆行はありえないとの共通認識に立ち到 ったとき、ASEANの 構造

調整は初めて効果あるものとなりえるのである。

7.拡 大ASEANが 担 う歴史的役割一むすびに代 えて

今日で こそ深刻な通貨金融危機 の最中にあるとはいえ、これまでASEANは 地域的拡大と域内

経済連携を深めることを通 じて国際経済での比重を次第に高めてきた。その開放的 ・機能的統合

の指向性は域内外に新市場を開き、競合的な経営環境 を整えることによって地域の経済ダイナク

スをより活性化 し、労働力の効率的な活用 を進め、外国投資家を引き付ける効果を生み出す。デ

フレ経済への傾斜の際にともすれば陥 りがちな安直な産業保護 に走 らず、ASEANは ここを正念

場 として統合の原則を再確i認すべき時である。AFTAは 排他的ブロック形成へのスキームであっ

てはならず、拡大ASEANの 包括的な自由貿易政策へのステップとしてこそ機能すべ きものであ

る。

今 日、ヨーロッパではAPECの 発展によってアジア太平洋地域が 「保護の要塞化」す ることへ
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の危惧が高 まっていると言われている。(50)こうした危惧は国際経済の安定化を図るためにも、早

急に解消されなければな らない。EUと アジア諸国 との貿易拡大は、両者の経済的 リソケージを

ますます強めてゆ くことを意味 しよう。かくして、西太平洋地域諸国はオープソ ・リージョナリ

ズム原則に則 り、 自らの市場をEU諸 国に対 しても積極的に開放することを通 じて、逆にEUの 保

護主義化を阻止す る有効 な政策合意の基礎を確立す ることができるのである。1996年3月 、拡大

ASEANは バソコクでの初のアジア欧州首脳会議(ASEM)を 開催 しアジア太平洋地域諸国と

EUと の交渉を主導 したが、それは単に北米大陸へのカ ウソター ・バラソスとしてだけでな く、

そ うした脈絡か らより積極的に評価すべき性格の ものであろう。拡大ASEANが その存在意義を

発揮するのは、域内経済協力を通 じて各国の産業競争力を高め、産業保護的部分を可能な限 り早

く減少させつつ、環太平洋経済との リソケージを通 して 「開かれた地域主義」を拡大す るとい う

機能をより能動的に担い、世界の保護主義的潮流に果敢 に挑戦す る試みを本格化させた時なので

ある。

開放型経済体制を指向す る拡大ASEANの トライアルは、アジア社会主義諸国の環太平洋経済

へのイソテグレーショソを促進す る触媒的機能を担いつつ、かの国々の閉鎖的体制を溶解 させ、

地域の緊張緩和と安定に貢献 している。 ベ トナムのASEAN加 盟は、そ うした機能を結実 させた

歴史的成果とも言 うべき出来事であ り、 この機能はラオス、 ミャソマーさらにカソボジアを も加

入 させる事によって、いっそ う際立 った ものとなるだろ う。 もちろん、新規加盟諸国の旧体制か

らの転換はそれほど簡単なものでない。たとえば市場経済化が比較的成功裡 に進展中とはいえ、

ベ トナムでの官僚主義は容易に払拭 されず、 ドイモイの障害 となり続げている。外交関係の修復

以来、アメリカの対越投資は54プ ロジェク ト、総額でおよそ12億 ドルに達 しているが(1996年7

月現在)、 市場経済化に対応すべき商法が欠落 している故に法的な手続 きが整備されていなかっ

たり、合弁相手の土地資産が過大評価 されているために条件の悪い合弁 ビジネスを余儀な くされ

たり、はては猫の 目行政に振 り回された りと、ベ トナムでの ビジネス評はけっして米国企業家に

とっては芳 しいものとはなっていない。(51)しか し、緩やかなペースとはいえ、いったん乗った外

向型経済の軌道からの転換がもはや後戻 り不可能な流れであることは、先行 した中国での〃実験〃

が証明 してい る。言 うまでもなく、経済における市場 メカニズムの展開は、売手と買い手の意思

に依拠 してい る。人々は自らの嗜好 と購 買力に基づいた、多様な意思によって商品売買行為 を行

なうのである。その意味で、 「神の見えざる手」は自由な価値観一経済的多元主義と言い換 えて

も良い一に依拠 している。 さらに言えば、多元主義の勃興は単に経済分野に留まるものではない。

ベ トナム共産党の度重なる 「社会悪追放 キャソペーソ」等の引 き締め策にもかかわ らず、市場経

済化から生 じる多元主義は社会的、政治的な潮流となってい る。それは一党体制の基盤を揺 さぶ

り、ベ トナム共産党自体の改革をも生み出すモーメソ トで もある。そして同様のケースは、 ミャ

ソマーの軍事政権に対 しても該当す ることは明らかであろう。このように、拡大ASEANが 創出

する経済ダイナ ミクスは、東南アジアの政治構造改革 というより大 きな新潮流をも生み出 してい

る。

最後に、 さらに長期的視点か ら21世紀 における拡大ASEANが 持ち うる文明論的影響を考えて

みたい。ハーバー ド大のサムエルーハ ソチ ソトソ教授は、ポス ト冷戦期の国際対立軸 を宗教や文

化に表象され る生活観 ・価値観の差異に求め、 「アソグローサクソソ文明」、 「儒教文明」、

「日本文明」など、環太平洋地域に幾つかの〃分断線 〃を設定す る学説をかつて展開したことが

ある。(52)しか し、彼のいわゆる 「文明の衝突」史観は、今 日のアジア太平洋の状況に鑑みるなら
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ば・少な くとも同地域では理論的有効性を失 っていると言えないだろ うか。 この地域に存在する

「異文明」間の交流 と相互依存は、急 ピッチで進んでいる。例えば、 「アソグローサクソソ文 明

圏」のオース トラリア、ニュージーラソドの対拡大ASEAN貿 易は1987年 から93年 までに、,それ

ぞれ2.7倍 、2.1倍 拡大 したが、その増加率 は対米国 ・カナダ貿易を大 きく上回ってお り、両者の

関係はかつて無かったほど緊密の度を深めている。㈹また西太平洋地域においては、経済発展に

伴 う中産階級の成長と共に、宗教や文化的 な差異を止揚 しつつ、ライフスタイルの収れんが急速

に進みつつある。環太平洋での経済的相互依存の進展と諸文明の頻繁なコソタクトは、それらの

錯綜による混乱や摩擦を伴いながらも、部分的には諸価値観の融合を促 している。 もちろん、そ

の多様性 と独 自性の強さゆえに、.相 当の長期的展望に立ったとしも、環太平洋の諸文明が究極的

に一つに融合することはおそらくあ りえないだろう。 しか し、それ らが互いの存在意義と多様性

を認め合い、共通の価値観を模索するような コミュニティーを構築す ることは、けっ して不可能

なことではない。連鎖的な経済成長 と社会的成熟を背景として、今 日の環太平洋の諸国民は多様

性の承認と競合的共存に対 しての自信を、次第に深めつつある。

かつて米国には 「人種の るつぼ」(meltingpot)と して、国内諸人種 ・民族の融合に自らのア

イデソテ ィティーを求めようとした時代があった。 しか し、この立場は修正を余儀な くされ、米

国では多様な民族文化と価値観をすべて包容 した社会的諸集団の共存的統合体として、すなわち〃

サラダ ・ボウル〃(saladbow1)的 多元体 としての国家アイデソティテ ィーを積極的に是認する

見解が、今日では一般的となりつつある。おそらく、それと同様に21世紀の環太平洋の諸国民は〃

サラダ ・ボウル 〃としてのアジア太平洋共同体 を形成する方向に歩を進めてゆ くのであろう。言

うまで もな く、アジア太平洋共同体の発展 と安定化にとって、APECの 果たす役割は極めて大 き

い。それはAPEC前 賢人会議議長であるバー グステソ氏が指摘 したように、rAPECの 今後は経

済的相互依存が国家間の相違を克服できるかかどうかのテス トケースであり、これは単に現実面

で重要なだけでなく、知的な意味で も極めて興味深い もの」である。㈹そ うした中にあって、拡

大ASEANは 、はたしてアジア太平洋 「サラダボウル共同体」化の中心的な推進力た りえるのだ

ろうか。つき詰めてゆけば、拡大ASEANの 文明論的課題はその一点にあり、この地域経済統合

体の歴史的評価 もまた、その課題の実現 と密接に関わっているのであろう。

(了 ・1998年2月 末 日脱稿)

付記:拙 稿は1997年10月 に開かれた第56回 国際経済学会全国大会(於:西 南学院大学)に おける

発表フルペーパーを一部修正加筆 した ものである。同会においては討論者の梅津和郎先生(名 古

屋学院大学)は じめ諸先生方から適切なコメソ トをいただいた。またその後、国際学部鈴木恒一

教授からも有益なご教示を得ることができた。紙面を借 りて、謝意を表する次第である。
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